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はじめに 

 

IPA/SEC では、2011 年 9 月末に公開した「ソフトウェアの品質説明力強化のための制度フレー

ムワークに関する提案（中間報告）」におけるソフトウェア品質監査制度（仮称）のフレームワークに

おいて、公認審査官（監査人）が審査を行う際に基準となる、産業分野あるいは製品分野ごとに

定められた審査基準の策定にかかる調査及び文書作成を実施し、結果を報告書としてとりまとめ

ました。 

 

本文書は、「2011 年度 システムエンジニアリング実践拠点事業」として、株式会社三菱総合研

究所に委託し実施した上記報告書に付属する「ソフトウェア品質監査制度（仮称） 審査基準策定

ガイドライン文書案」です。本文書案は今後制度の審査基準策定ガイドラインを作成するための

素案であり、制度の正式文書ではありません。 

 

内容は 2011 年度時点の内容であり、掲載されている個々の情報に関しての著作権及び商標

はそれぞれの権利者に帰属するものです。 

 

 

 

 

ソフトウェア品質監査制度（仮称）における審査基準策定業務に係る調査及び文書作成 

【ソフトウェア品質監査制度（仮称） 審査基準策定ガイドライン文書案】 

 

独立行政法人情報処理推進機構 

Copyright© Information-Technology Promotion Agency, Japan. All Rights Reserved 2012 



i 
 

目次 

 

1. はじめに....................................................................... 1 

1.1. 本ガイドラインの目的 ...................................................... 1 

1.2. 本ガイドラインの位置づけ................................................... 1 

2. 本ガイドラインの全体構成 ....................................................... 2 

3. 審査基準の策定 ................................................................. 4 

3.1. 審査基準適用範囲の策定..................................................... 4 

3.1.1. 審査対象の調査と分析の実施 ............................................ 4 

3.1.2. 審査基準の適用範囲の確定 .............................................. 4 

3.2. 既存規格・標準との関連..................................................... 5 

3.3. 審査基準の設計 ............................................................ 6 

3.3.1. 組織能力等の審査基準の設計例 .......................................... 6 

3.3.2. 企画品質プロセスの審査基準の設計例 .................................... 8 

3.3.3. 開発品質プロセスの審査基準の設計例 .................................... 9 

3.3.4. 製造品質プロセスの審査基準の設計例 ................................... 12 

3.3.5. 販売流通品質プロセスの審査基準の設計例 ............................... 13 

3.3.6. 運用保守サービス品質の審査基準の設計例 ............................... 14 

3.3.7. 廃棄品質の審査基準の設計例 ........................................... 14 

3.4. 階層構造の設計 ........................................................... 15 

3.5. 審査項目の策定 ........................................................... 19 

3.6. 審査基準の検証 ........................................................... 19 

3.7. 審査基準の認定手続き ..................................................... 20 

3.8. 審査の効率化 ............................................................. 21 

3.9. 審査基準のメンテナンス.................................................... 21 

3.10. リファレンスモデルとの対応関係について.................................... 21 

4. 審査基準の例 .................................................................. 24 

4.1. 審査基準のパターン ....................................................... 24 

4.2. 企画品質プロセス ......................................................... 24 

4.3. 開発品質プロセス ......................................................... 31 

4.4. 製造品質プロセス ......................................................... 65 

4.5. 販売流通品質プロセス ..................................................... 79 

4.6. 保守運用品質プロセス ..................................................... 83 

4.7. 廃棄品質プロセス ......................................................... 86 



 
 

1 
  
 

1. はじめに 
 

1.1. 本ガイドラインの目的 
 審査基準策定ガイドラインは、審査基準策定機関が、審査基準定義書に定められた審査基準の

基本要件にもとづき、審査基準を策定するための方法や指針を示す。 

 

1.2. 本ガイドラインの位置づけ 
 審査基準に関連する各文書は、以下に示すとおりである。 

 審査基準定義書 

– 業界ごとに策定される審査基準の基本要件、考え方、ドメイン共通の審査項目と

その構成要件の定義 

 審査基準策定ガイドライン 

– 審査基準の策定時の留意点、ドメイン依存の注意点の例示 

 審査基準適用ガイドライン 

– 審査時（審査基準の適用時）の留意点、ドメイン依存の注意点の例示 

 審査基準リファレンスモデル 

– 審査基準定義書に基づき策定された特定分野の審査基準の参考例（仮想的な

ECU を想定） 

 

 これら各文書の利用イメージを以下に示す。 

 

図 1 審査基準に関連する各文書の関係 

 

 審査基準策定ガイドラインは、審査基準定義書と併せて、審査基準策定機関が審査基準を作成

するのを支援するものである。 

 審査基準策定ガイドラインの利用者は、以下を想定している。 

 （１）審査基準策定機関の関係者、審査基準を策定する者等 

 （２）業界団体（業種（電気、自動車、等）ごとの企業を会員とする団体） 
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2. 本ガイドラインの全体構成 
 

 審査基準策定ガイドラインは以下の２つの観点から構成される。 

 審査基準策定の手順 

 審査基準の例示 

 

(1) 審査基準策定の手順 

 審査基準の策定は、以下の手順で実施する。 

 審査基準適用範囲を策定する。そのため、審査対象の調査・分析を実施し、審査基準の適

用範囲を確定させる。 

 次に、審査基準を設計する。審査基準の設計に際しては、既存の規格・標準と審査の対象

となる製品・組織との関係を明確にする。製品・組織が、既存の規格・標準の外部からの適合

確認をされているような場合は、審査基準定義書に定められた品質ライフサイクルプロセスの

サブプロセスレベルで既存の規格・標準に適合しているかどうかを確認し、審査項目の策定

が必要であるかどうかを判断する。 

 審査項目の策定範囲が決まったら、審査基準の階層構造を設計する。階層構造は、審査基

準のカテゴリである「組織能力等」、「品質ライフサイクルプロセス」、「マネジメントプロセス」ごと

に設計する。階層構造の設計に際しては、審査対象の製品や組織に対応して適切に設計す

ることがのぞましい。階層構造の設計は、業界団体等の審査基準策定機関の判断に基本的

に委ねられるが、構造を変更できない箇所もあるので、それは審査基準定義書に従うものとす

る。 

 階層構造が決められたら、審査項目の記述要素を記述する。審査項目の技術要素のうち、

「審査内容」と「確認方法」については、本ガイドラインでその例をいくつか示すこととする。「審

査内容」と「確認方法」の例示に関しては、既存の規格や標準を参考にして検討した。 

以上の作業により、策定された審査基準についてその検証を実施する必要がある。審査項

目の重複がないか、審査基準の網羅性に問題はないかどうかなどを検証する。 

 審査基準は、技術の進歩や環境の変化に応じて更新する必要がある。審査基準のメンテナ

ンスが必要である。 

 

図 2 審査基準策定の手順 

審査対象の調査・分析

審査基準の適用範囲の決定

既存規格・標準との関係調査

審査基準の階層構造設計

審査項目の策定

審査基準の検証

審査基準のメンテナンス
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(2) 審査基準の例示 

 審査基準を例示する。 

 審査項目の記述要素には、審査定義書に示されているとおり、「名前」、「ID コード」、「重要

度」、「概要」、「審査内容」、「確認方法」、「合否判断基準」などがあるが、本ガイドラインでの

例示は、「審査内容」と「確認方法」である。 

 「審査内容」は、何を審査するかを記述したものであり、「確認方法」は、何を確認することで

審査をするかについて記述したものである。 

 「確認方法」は、例えば、審査内容に関連した文書が存在するか、責任者が存在するか、な

ど具体的な方法がのぞましい。 

 「品質ライフサイクルプロセス」における、審査基準の例示に際しては、既存の規格・標準で

ある以下を参考にした。 

 

表 1 審査基準例示のために参考にした規格・標準類 

品質ライフサイクルプロセス 参考にした規格・標準類 

企画品質プロセス ISO 9000、TQM 9000 

開発品質プロセス ESPR（組込みソフトウェア向け開発プロセスガイド） 

製造品質プロセス ISO 9000、TQM 9000 

販売流通品質プロセス TQM 9000、 優良防犯機器認定制度（日本防犯設備協会）審

査基準 

保守運用品質プロセス TQM 9000、 優良防犯機器認定制度（日本防犯設備協会）審

査基準 

廃棄品質プロセス 共通フレーム、IEC 61508 
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3. 審査基準の策定 
 

3.1. 審査基準適用範囲の策定 
3.1.1. 審査対象の調査と分析の実施 

(1) 審査対象の調査 

 審査対象の製品については、以下のような観点で調査を実施し、製品の特性、特徴を明確

にする。 

 製品の分野 

 製品の目的 

 製品の利用シーン 

 製品に求められる品質や信頼性 

 類似する製品の動向 

 また、審査対象となる組織については、以下のような点を事前に確認しておくとよい。 

 文書の管理規定 

 従事者の教育研修制度 

 開発環境の整備 

 

(2) 審査対象の分析 

 審査対象となる製品の調査結果をもとに、製品をより詳細に分析する。 

 分析は、審査の範囲を策定するために必要である。例えば、高信頼性が要求する製品であ

れば、全プロセスを審査対象とすべきだし、特に「品質ライフサイクルプロセス」を重点的に審

査することなども考えられる。 

 

 製品によっては、例えば、「品質ライフサイクルプロセス」のうち、「開発品質プロセス」のみを

審査対象とするだけでもよいかもしれない。このように、調査の分析により、審査の範囲を絞り

込むことができる。 

 

3.1.2. 審査基準の適用範囲の確定 

  審査基準の適用範囲を確定させる。 

 審査基準の適用範囲については、例えば、以下の範囲で審査基準の適用範囲を確定させる。 

  

システム／ソフトウェア製品範囲 

 電力、金融、通信、医療、自動車、電気製品、機械、製造機械等 

 

審査範囲 

 組織能力等、品質ライフサイクルプロセス、マネジメントプロセス、その他等 

 

 審査基準の適用範囲は、審査基準策定者が、製品の特性等に応じて設定すればよい。 

例えば、ある製品の一部を審査対象とすることもできるし、品質ライフサイクルプロセスの一部を審

査対象とすることもできる。（図 3） 
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図 3 審査基準適用領域の確定 

 

3.2. 既存規格・標準との関連 
 審査対象とする製品に関連する規格・標準を収集する。 

また、既に規格・標準の認証を受けているもの、または従っているもの、を確認する。 

 

以下に想定される規格・標準を示す。 

(1) 製品認証 

 DO-178B（航空電子機器(AVIONICS)関連に適用される） 

 ＣＣ（コモンクライテリア；情報セキュリティ評価基準） 

 FIPS140（連邦情報処理規格 140；暗号モジュールのセキュリティ要件） 

 ARP-4754 

(2) プロセス認証 

 ISO 12207(SLCP) 

 ISO 15504 

 SW-CMM 

 Automotive SPICE 

 ESPR（Embedded System development Process Reference；組込みソフトウェア向け開発プ

ロセスガイド(IPA/SEC)） 

(3) 組織能力認証・評価 

 CMMI 

 SW-CMM 

 PMBOK 

(4) 機能安全認証 

組織能
力等

品質ラ
イフサ
イクル

管理プ
ロセス

その他

電力 自動車 医療 家電 …

審査基準適用範囲
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 IEC 61508（機能安全規格） 

以下は機能安全規格の派生 

 ISO 26262（自動車） 

 IEC 62278（鉄道） 

 IEC 62061（産業機械） 

 IEC 61513（原子力） 

 ISO 10218（ロボット） 

 IEC 61800（電子制御モータ） 

 IEC 61511（プロセス産業） 

 JAR/FAR25 1309（航空機） 

(5) 品質管理・評価 

 ISO 9126（ソフトウェア製品の品質） 

 ISO 25000（SQuaRE(Software product Quality Requirements and Evaluation)；ソフトウェア

の品質と評価） 

 ISO 90003（ソフトウェアにおける品質管理） 

 ISO14598（ソフトウェア製品の評価） 

 ESQR（Embedded System development Quality Reference；組込みソフトウェア開発向け

品質作り込みガイド(IPA/SEC)） 

 ISO 90005 

 AS9100 

 QSR 

 ISO 9000 

 TQM 9000 

 ISO/TS 16949 

 

3.3. 審査基準の設計 
 審査基準定義書に従い、審査基準の全体設計を行う。 

 審査基準の設計に際しては、既存規格及び標準を参照することで、審査対象の審査基準を代替

することができる。 

 

3.3.1. 組織能力等の審査基準の設計例 

 組織能力等の審査基準の設計の例を示す。CMMI の成熟度レベルを参考にする場合には、以

下の対応を参考にして審査基準を設計するとよい。 

 

表 2 組織能力等の審査の観点と CMMI の審査の観点の対応 

第１階層 第２階層（審査の観点） CMMI の審査の観点 

規 定 類 の 整

備 

プロセスの確立 OPD 組 織 プ ロ セ ス 定 義 +IPPD10(Organizational 

ProcessDefinition+IPPD)   

 SG 1 組織プロセス資産を確立する  

  SP 1.1 標準プロセスを確立する 

  SP 1.2 ライフサイクルモデルの記述を確立する 

  SP 1.3 テーラリング基準とテーラリング指針を確立する 

  SP 1.4 「組織の測定リポジトリ」を確立する 

  SP 1.5 「組織のプロセス資産ライブラリ」を確立する 

  SP 1.6 作業環境標準を確立する 

 SG 2 IPPD 管理を実現する  

  SP 2.1 権限委譲の仕組みを確立する 
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第１階層 第２階層（審査の観点） CMMI の審査の観点 

  SP 2.2 統合チーム群のための規則と指針を確立する 

  SP 2.3 チームと所属組織の責任をつり合わせる 

OPP ： 組 織 プ ロ セ ス 実 績 (Organizational Process 

Performance)   

 SG 1 実績ベースラインと実績モデルを確立する  

  SP 1.1 プロセスを選択する 

  SP 1.2 プロセス実績尺度を確立する 

  SP 1.3 「品質およびプロセス実績の目標」を確立する 

  SP 1.4 プロセス実績ベースラインを確立する 

  SP 1.5 プロセス実績モデルを確立する 

プロセスの評価と改善 OPF：組織プロセス重視(Organizational Process Focus)   

 SG 1 プロセス改善の機会を決定する 

  SP 1.1 組織プロセスニーズを確立する 

  SP 1.2 組織のプロセスを評定する 

  SP 1.3 組織のプロセス改善策を特定する 

 SG 2 プロセス改善策を計画し実装する  

  SP 2.1 プロセス対応計画を確立する 

  SP 2.2 プロセス対応計画を履行する 

 SG 3 組織プロセス資産を展開し、教訓を取り入れる  

  SP 3.1 組織プロセス資産を展開する 

  SP 3.2 標準プロセスを展開する 

  SP 3.3 実装を監視する 

  SP 3.4 プロセス関連の経験を組織プロセス資産に取り

入れる 

OID ： 組 織 改 革 と 展 開 (Organizational Innovation and 

Deployment)   

 SG 1 改善策を選択する  

  SP 1.1 改善提案を集め分析する 

  SP 1.2 革新策を特定し分析する 

  SP 1.3 改善策を先行評価する 

  SP 1.4 展開のための改善策を選択する 

 SG 2 改善策を展開する  

  SP 2.1 展開を計画する 

  SP 2.2 展開を管理する 

  SP 2.3 改善の効果を測定する 

従事者の 

教育研修 

教育研修の基盤整備 OT：組織トレーニング(Organizational Training)   

 SG 1 組織トレーニングの能力を確立する  

  SP 1.1 戦略的なトレーニングニーズを確立する 

  SP 1.2 どのトレーニングニーズが組織の責任となるか決

定する 

  SP 1.3 組織トレーニングの戦術的計画を確立する 

  SP 1.4 トレーニングの能力を確立する 

教育研修の実施 SG 2 必要なトレーニングを提供する  

  SP 2.1 トレーニングを実施する 

  SP 2.2 トレーニング記録を確立する 

  SP 2.3 トレーニングの有効性をアセスメントする 

開 発 環 境 の

整備 

開発環境の構築・維持  
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 審査を受ける組織が、CMMIの成熟度レベルを達成しており、上記の第 2階層である「プロセスの

確立」、「プロセスの評価と改善」、「教育研修の基盤整備」、「教育研修の実施」の審査基準を満た

していることが明らかな場合には、これら第 2 階層の審査は以下のようになる。 

 

表 3 組織能力等の審査項目の策定箇所 

第 1 階層 第 2 階層 審査項目の策定 

規定類の 

整備 

プロセスの確立 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目となる。

（必要に応じて審査項目を追加） 

プロセスの評価と改善 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目となる。

（必要に応じて審査項目を追加） 

従事者の 

教育研修 

教育研修の基盤整備 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目となる。

（必要に応じて審査項目を追加） 

教育研修の実施 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目となる。

（必要に応じて審査項目を追加） 

開発環境の 

整備 

開発環境の構築・維持 審査項目を策定する 

 

3.3.2. 企画品質プロセスの審査基準の設計例 

 企画品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。TQM 9000 または ISO 9000 が、外部からの適

合確認をされていることを前提にする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を設計するとよ

い。 

表 4 企画品質プロセスの審査の観点と TQM 9000,ISO 9000 の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査の観点） TQM 9000,ISO 9000 の審査の観点 

企画計画 企画作業の要素特定  

製品開発の要求事項の抽出 7.1 製品実現の計画 

利用者の特定 5.2 顧客重視 

7.2.3 顧客とのコミュニケーション 

利 用 者 要 求

の獲得 

市場動向  

影響要因の特定  

事故情報・評価情報の影響検討  

品 質 目 標 の

設定 

用途の特定（範囲検討） 5.2 顧客重視 

7.2.3 顧客とのコミュニケーション 

利用者の要求品質の特定 5.2 顧客重視 

7.2.1 製品に関連する要求事項の明確化（ISO 

9000） 

7.2.1 顧客の要求事項を明確にする(TQM 9000) 

7.2.3 顧客とのコミュニケーション 

品質特性の目標設定 5.3 品質方針 

5.4.1 品質目標 

7.2.2 製品に関連する要求事項のレビュー 

品質目標達成のためのシステム

化 

 

品 質 保 証 計

画 

品質目標を達成するための実施

計画作成 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

7.1 製品実現の計画 

品質目標達成するための実施計

画の評価 
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 審査を受ける組織が、TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確認をされていることにより、

上記の第 3 階層である「製品開発の要求事項の抽出」、「利用者の特定」、「用途の特定（範囲検

討）」、「利用者の要求品質の特定」、「品質特性の目標設定」、「品質目標を達成するための実施

計画作成」を満たしていることを求める場合には、これら第 2 階層の審査は下記のようになる。 

 

表 5 企画品質プロセスの審査項目の策定箇所 

第２階層 第３階層（審査の観点） 審査項目の策定 

企画計画 企画作業の要素特定 審査項目を策定する 

製品開発の要求事項の抽出 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

利用者の特定 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

利 用 者 要 求

の獲得 

市場動向 審査項目を策定する 

影響要因の特定 審査項目を策定する 

事故情報・評価情報の影響検討 審査項目を策定する 

品 質 目 標 の

設定 

用途の特定（範囲検討） 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる 

（必要に応じて審査項目を追加） 

利用者の要求品質の特定 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

品質特性の目標設定 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

品質目標達成のためのシステム

化 

審査項目を策定する 

品質保証 

計画 

品質目標を達成するための実施

計画作成 

「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

品質目標達成するための実施計

画の評価 

審査項目を策定する 

 

3.3.3. 開発品質プロセスの審査基準の設計例 

 開発品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。CMMI の成熟度レベルを達成していることを

前提とする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を設計するとよい。 

 

表 6 開発品質プロセスの審査の観点と CMMI の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査観点） CMMI の審査観点 

システム要求

分析 

製品に対する要求事項の抽出 RD SP1.1 ニーズを引き出す 

RD SP1.2 顧客要件を開発する 

システムの機能要件および非機

能要件の抽出 

RD SP 2.1 成果物要件と成果物構成要素の要件

を確立する 

RD SP 2.2 成果物構成要素の要件を割り当てる 
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第２階層 第３階層（審査観点） CMMI の審査観点 

RD SP 3.2 必要とされる機能性の定義を確立する 

RD SP 2.3 インタフェース要件を特定する 

システムの動作制約条件の抽出 RD SP 3.1 運用の考え方と運用シナリオを確立す

る 

システムの要件に対する優先順

位の決定 

RD SP 3.4 つり合いをとるために要件を分析する 

システム要求仕様書の作成  

システム要求仕様書の妥当性確

認 

RD SP 3.3 要件を分析する 

RD SP 3.5 要件の妥当性を確認する 

システム設計 設計条件の抽出 TS SP 1.1 解の選択肢と選定基準を策定する 

TS SP 2.4 自製、購入、または再利用の分析を実

施する 

システム構成の設計 TS SP 1.2 成果物構成要素の解を選定する 

SP 2.1 成果物と成果物構成要素を設計する 

システム全体の振舞の設計 TS SP 1.2 成果物構成要素の解を選定する 

SP 2.1 成果物と成果物構成要素を設計する 

インタフェースの設計 TS SP 2.3 基準を使用してインタフェースを設計

する 

システム設計書の作成 TS SP 2.2 技術データパッケージを確立する 

システム設計書の妥当性確認 VER SP 3.1 検証を実施する 

VER SP 3.2 検証結果を分析する 

VAL SP 2.1 妥当性確認を実施する 

VAL SP 2.2 妥当性確認結果を分析する 

ソフトウェア要

求分析 

ソフトウェアに対する要求事項の

抽出 

RD SP 1.1 ニーズを引き出す 

RD SP 1.2 顧客要件を開発する 

ソフトウェアの機能要件および非

機能要件の抽出 

RD SP 2.1 成果物要件と成果物構成要素の要件

を確立する 

RD SP 2.2 成果物構成要素の要件を割り当てる 

RD SP 3.2 必要とされる機能性の定義を確立する 

RD SP 2.3 インタフェース要件を特定する 

ソフトウェア動作制約条件の抽出 RD SP 3.1 運用の考え方と運用シナリオを確立す

る 

ソフトウェアの要件に対する優先

順位の決定 

RD SP 3.4 つり合いをとるために要件を分析する 

ソフトウェア要求仕様書の作成  

ソフトウェア要求仕様書の妥当性

確認 

RD SP 3.3 要件を分析する 

RD SP 3.5 要件の妥当性を確認する 

実装および単

体テスト 

実装の準備  

単体テストの準備  

実装の実施 SP 3.1 設計を実装する 

単体テストの実施  

単体テストの結果確認  

ソースコードの確認 SP 2.1 ピアレビューの準備をする 

SP 2.2 ピアレビューを実施する 

SP 2.3 ピアレビューのデータを分析する 

単体テストの終了判定 VER SP 3.1 検証を実施する 

VER SP 3.2 検証結果を分析する 

結合テスト ソフトウェア結合の準備 SP 1.1 検証の対象となる作業成果物を選択する 
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第２階層 第３階層（審査観点） CMMI の審査観点 

ソフトウェア結合テストの準備 SP 1.2 検証環境を確立する 

SP 1.3 検証の手順と基準を確立する 

ソフトウェアの結合  

ソフトウェア結合テストの実施 SP 3.1 検証を実施する 

ソフトウェア結合テスト結果の確

認 

SP 3.1 検証を実施する 

ソフトウェア結合テストの終了判

定 

SP 3.2 検証結果を分析する 

システム 

テスト 

システムテスト仕様書の作成 SP 1.1 妥当性確認の対象となる成果物を選択す

る 

システムテストの準備 SP 1.2 妥当性確認の環境を確立する 

システムテスト仕様書の妥当性確

認 

SP 1.3 妥当性確認の手順と基準を確立する 

システムテストの実施 SP 2.1 妥当性確認を実施する 

システムテスト結果の確認  

システムテストの終了判定 SP 2.2 妥当性確認の結果を分析する 

 

 審査を受ける組織が、CMMI の成熟度レベルを達成していることを前提とする場合は、これら第 3

階層の審査は以下のとおりとなる。 

 

表 7 開発品質プロセスの審査項目の策定箇所 

第２階層 第３階層（審査観点） 審査項目の策定 

システム要求

分析 

製品に対する要求事項の抽出 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムの機能要件および非機

能要件の抽出 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムの動作制約条件の抽出 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムの要件に対する優先順

位の決定 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。 

（必要に応じて審査項目を追加） 

システム要求仕様書の作成 審査項目を策定する 

システム要求仕様書の妥当性確

認 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム設計 設計条件の抽出 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム構成の設計 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム全体の振舞の設計 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

インタフェースの設計 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム設計書の作成 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム設計書の妥当性確認 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア要 ソフトウェアに対する要求事項の 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目
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第２階層 第３階層（審査観点） 審査項目の策定 

求分析 抽出 となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェアの機能要件および非

機能要件の抽出 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア動作制約条件の抽出 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェアの要件に対する優先

順位の決定 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア要求仕様書の作成 審査項目を策定する 

ソフトウェア要求仕様書の妥当性

確認 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

実装および単

体テスト 

実装の準備 審査項目を策定する 

単体テストの準備 審査項目を策定する 

実装の実施 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

単体テストの実施 審査項目を策定する 

単体テストの結果確認 審査項目を策定する 

ソースコードの確認 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

単体テストの終了判定 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

結合テスト ソフトウェア結合の準備 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア結合テストの準備 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェアの結合 審査項目を策定する 

ソフトウェア結合テストの実施 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア結合テスト結果の確

認 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

ソフトウェア結合テストの終了判

定 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システム 

テスト 

システムテスト仕様書の作成 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムテストの準備 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムテスト仕様書の妥当性確

認 

「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムテストの実施 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

システムテスト結果の確認 審査項目を策定する 

システムテストの終了判定 「CMMI のレベル達成を確認する」という審査項目

となる。（必要に応じて審査項目を追加） 

 

 

 

3.3.4. 製造品質プロセスの審査基準の設計例 

 製造品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。TQM 9000 または ISO 9000 が、外部からの適

合確認をされていることを前提にする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を設計するとよ
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い。 

 

表 8 製造品質プロセスの審査の観点と TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査観点） TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点 

調達 購買プロセス 7.4.1 購買プロセス 

購買情報 7.4.2 購買情報 

購買製品の検証 7.4.3 購買製品の検証 

製造 製造及びサービス提供の管理 7.5.1 製造及びサービス提供の管理 

製造及びサービス提供に関する

プロセスの妥当性確認 

7.5.2 製造及びサービス提供に関するプロセスの

妥当性確認 

製品の監査及び測定 8.2.4 製品の監査及び測定 

受入活動の検証  

不適合製品の管理 8.3 不適合製品の管理 

測定、分析及び改善 8 測定、分析及び改善 

統計的手法 8,4,3 統計的手法 

パッケージ化 製品の保存 7.5.5 製品の保存 

付帯サービス 7.5.2 付帯サービス 

 

 製造品質プロセスの第３階層は、TQM 9000、ISO 9000 を参考にして構成している。 

 審査項目を策定する必要があるのは、製造の中の「受入活動の検証」の箇所のみで、その他は、

TQM 9000 または ISO 9000 が、外部からの適合確認をされていることを確認することが審査項目で

あり、その他必要に応じて審査項目を策定すれば良い。 

 

3.3.5. 販売流通品質プロセスの審査基準の設計例 

 販売流通品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。TQM 9000 または ISO 9000 が、外部から

の適合確認をされていることを前提にする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を設計す

るとよい。 

 

表 9 販売流通品質プロセスの審査の観点と TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査観点） TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点 

販売 販売ルートと体制の整備  

表示の適正性の確保  

広告宣伝の適正性の確保  

流通 製造品質の確保  

保管品質の確保 7.5.5 製品の保存 

 

 外部からの適合確認をされていることを前提にした場合には、下記のようになる。 

 

表 10 販売流通品質プロセスの審査項目の策定箇所 

第２階層 第３階層（審査観点） 審査項目の策定 

販売 販売ルートと体制の整備 審査項目を策定する 

表示の適正性の確保 審査項目を策定する 

広告宣伝の適正性の確保 審査項目を策定する 

流通 製造品質の確保 審査項目を策定する 

保管品質の確保 「TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確
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第２階層 第３階層（審査観点） 審査項目の策定 

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

 

3.3.6. 運用保守サービス品質の審査基準の設計例 

 保守運用サービス品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。TQM 9000 または ISO 9000の外

部からの適合確認をされていることを前提にする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を

設計するとよい。 

 

表 11 運用保守サービス品質の審査の観点と TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査観点） TQM 9000、ISO 9000 の審査の観点 

アフターサー

ビス 

問合せ対応体制の整備 8.2.1 顧客満足 

苦情対応体制の整備 8.2.1 顧客満足 

フィードバック分析 8.2.1 顧客満足 

修 理 ・ リ コ ー

ル対応 

修理・リコール体制の整備 8.2.1 顧客満足 

補修パーツ供給体制の整備 8.2.1 顧客満足 

 

 運用保守サービス品質では、第３階層の審査の観点は、TQM 9000 及び ISO 9000 の「8.2.1 顧

客満足」が対応している。 

 審査を受ける組織が、TQM 9000 または ISO 9000 の外部からの適合確認をされており、上記の

第 3 階層の審査基準を満たしていることが明らかな場合には、この第 3 階層の審査は省くことがで

きる。 

 

3.3.7. 廃棄品質の審査基準の設計例 

 廃棄品質プロセスの審査基準の設計の例を示す。IEC 61508（機能安全規格）の外部からの適合

確認をされていることを前提とする場合には、以下の対応を参考にして審査基準を設計するとよ

い。 

 

表 12 廃却品質プロセスの審査の観点と IEC 61508 の審査の観点の対応 

第２階層 第３階層（審査観点） IEC 61508 の審査の観点 

廃棄 廃棄の計画 7.17.2.5 システム停止、システム分解計画 

利用者情報の適切な処理 7.17.2.1 影響分析 

新旧製品の並行運用  

回収 再利用、再生資源の考慮  

 

 IEC 61508（機能安全規格）の外部からの適合確認を前提とした場合、以下のようになる。 

 

表 13 廃却品質プロセスの審査項目の策定箇所 

第２階層 第３階層（審査観点） IEC 61508 の審査の観点 

廃棄 廃棄の計画 「IEC 61508（機能安全規格）の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 

利用者情報の適切な処理 「IEC 61508（機能安全規格）の外部からの適合確

認をされていることを確認する」という審査項目に

なる（必要に応じて審査項目を追加） 
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新旧製品の並行運用 審査項目を策定する 

回収 再利用、再生資源の考慮 審査項目を策定する 

 

 

3.4. 階層構造の設計 
 審査基準の階層構造を設計する。 

 審査基準の階層構造は、組織能力等、品質ライフサイクルプロセス、マネジメントプロセスのそれ

ぞれについて、設計する。 

 

(1) 組織能力等 

 第 1 階層の設計 

 組織能力等の審査のための第 1 階層は以下のように構成される。 

 

表 14 組織能力等の階層構造 

 第 1 階層 

組織能力等 規定類の整備 

従事者の教育研修 

開発環境の整備 

 

上記の組織能力等の第 1 階層は、審査対象や審査範囲に応じて追加または削除して使うこと

が可能である。 

 

 第 1 階層以降の設計 

 第 1 階層以降の階層構造の設計は、第 1 階層の内容に関連する審査項目を検討して詳細

化していけばよい。 

 例えば第 1 階層の「開発環境の整備」では、ソフトウェア開発ツールの整備などが考えられる。

SWEBOK では、ソフトウェア開発ツールが分類されているので、それに従い、階層構造を設計

することも考えられる。 

 

表 15 開発環境の整備の階層構造設計例 

第 1 階層 第 2 階層 第 3 階層 第 4 階層 審査観点 

開発環境の整備 開発環境の構築・維

持 

ソフトウェア要件

ツールの整備 

要件モデリング

ツール 

ツールが整備され

ていること 

要件追跡ツール ツールが整備され

ていること 

ソフトウェア設計

ツールの整備 

 ツールが整備され

ていること 

ソフトウェア構築

ツール 

エディタ ツールが整備され

ていること 

コ ン パ イ ラお よ

びコード生成ツ

ール 

ツールが整備され

ていること 

インタプリタ ツールが整備され

ていること 

デバッガ ツールが整備され

ていること 
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第 1 階層 第 2 階層 第 3 階層 第 4 階層 審査観点 

統合開発環境 ツールが整備され

ていること 

ソフトウェアテステ

ィングツール 

… ツールが整備され

ていること 

ソフトウェア保守

ツール 

… ツールが整備され

ていること 

ソフトウェア構成

管理ツール 

欠陥、拡張、課

題、問題追跡ツ

ール 

ツールが整備され

ていること 

バージョン管理

ツール 

ツールが整備され

ていること 

リリースおよびビ

ルドツール 

ツールが整備され

ていること 

ソフトウェアエンジ

ニアリング・マネジ

メントツール 

プロジェクト計画

および実行追跡

ツール 

ツールが整備され

ていること 

リスクマネジメン

トツール 

ツールが整備され

ていること 

計量ツール ツールが整備され

ていること 

ソフトウェアエンジ

ニアリングプロセ

スツール 

… ツールが整備され

ていること 

ソフトウェア品質

ツール 

レビュー及びイ

ンスペクションツ

ール 

ツールが整備され

ていること 

静的解析ツール ツールが整備され

ていること 

 

(2) 品質ライフサイクルプロセス 

 第 1 階層の設計 

 品質ライフサイクルプロセスは、以下のプロセスにより構成されている。 

 

表 16 品質ライフサイクルプロセスの階層構造 

 第１階層 

品質ライフサイクルプロセス 企画品質 

開発品質 

製造品質 

販売流通品質 

運用保守サービス品質 

廃棄品質 

 

上記のプロセスを、審査基準を検討するための階層構造の第一階層とする。第一階層は審査対

象または審査範囲に応じて追加、または削除、変更することが可能である。 

 

 第 1 階層以降の設計 

 組織能力等と同様に、第 1 階層以降の階層構造の設計は、第 1 階層の内容に関連する審
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査項目を検討して詳細化していけばよい。 

 品質ライフサイクルプロセスのうち、開発品質については、いわゆるシステム／ソフトウェアの

開発工程であり、様々な考え方がある。 

 

表 17 開発品質の第 2 階層の設計例（審査基準定義書の開発プロセス） 

第 1 階層 第 2 階層 

開発品質 システム要求分析 

システム設計 

ソフトウェア要求分析 

ソフトウェア設計 

実装および単体テスト 

結合テスト 

システムテスト 

 

表 18 開発品質の第 2 階層の設計例（ESPR の開発プロセス） 

第 1 階層 第 2 階層 

開発品質 システム要求分析 

システム設計 

ソフトウェア要求分析 

ソフトウェア・アーキテクチャ設計 

ソフトウェア詳細設計 

実装および単体テスト 

ソフトウェア結合テスト 

ソフトウェア総合テスト 

システム結合テスト 

システムテスト 

 

 

(3) マネジメントプロセス 

 第 1 階層の設計 

 マネジメントプロセスは、PMBOK をもとに以下のプロセスにより構成されている。 

 

表 19 マネジメントプロセスの階層構造 

 第１階層 

マネジメントプロセス 統合管理 

スコープ管理 

時間管理 

コスト管理 

品質管理 

人的資源管理 

コミュニケーション管理 

リスク管理 

統合管理 

 

 上記プロセスを、審査基準を検討するための階層構造の第 1 階層とする。第 1 階層は、審査
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対象または審査範囲に応じて追加、または削除、変更することが可能である。 

 

 第 1 階層以降の設計 

 PMBOK に従ったマネジメントプロセスの第 2 階層の設計例を以下に示す。 

 

表 20 マネジメントプロセスの階層構造設計例 

第 1 階層 第 2 階層 

統合管理 プロジェクト計画の策定（計画） 

プロジェクト計画の実行（実行） 

変更管理（管理） 

スコープ管理 プロジェクトの立ち上げ（立ち上げ） 

スコープ計画（計画） 

スコープ定義（計画） 

成果物の検収（管理） 

スコープ変更管理（管理） 

時間管理 作業の定義（計画） 

作業順序の設定（計画） 

所要時間の見積 

スケジュール作成（計画） 

スケジュール管理（管理） 

コスト管理 資源計画（計画） 

コスト見積 

予算設定（計画） 

コスト管理（管理） 

資源計画（計画） 

品質管理 品質計画（計画） 

品質保証（実行） 

品質管理（管理） 

人的資源管理 組織計画（計画） 

要員の調達／確保（計画） 

チーム結成／育成（実行） 

コミュニケーション管理 コミュニケーション計画（計画） 

情報の配布（実行） 

進捗管理（管理） 

プロジェクト完了手続（終結） 

リスク管理 リスク管理計画（計画） 

リスクの特定（計画） 

リスクの定性分析（計画） 

リスクの定量分析（計画） 

リスク対応計画（計画） 

リスクの監視と管理（管理） 

調達管理 調達計画（計画） 

引合計画（計画） 

引合（実行） 

発注先選定（実行） 

契約管理（実行） 

契約の完了（終結） 
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3.5. 審査項目の策定 
 審査基準定義書に記されている以下の審査項目の記述要素に従い、審査項目を策定する。 

 

表 21 審査項目の記述要素 

記述要素 区分 説明 

名前 必須 審査項目の名前 

ID コード 必須 国際的に唯一に特定できる記号 

上位階層構造 必須 上位の階層構造を示す 

重要度 必須 審査項目の重要さのレベル 

関連審査項目と代替審査項目 任意 関連する審査項目または代替できる審査項目 

概要 必須 審査項目の概要 

審査内容 必須 審査項目の内容 

確認方法 必須 審査項目の合否判定を行う際の具体的な確認内容 

合否判定基準 必須 審査項目の合否判定の基準 

例示 任意 合否判定基準に関する具体例など 

適用条件 任意 適用除外等を行う場合の条件 

審査コスト（目安） 任意 審査項目の合否判定を行う際のコストの目安 

注意事項 任意 審査項目に関して注意が必要な点、特殊性の説明 

 

 

3.6. 審査基準の検証 
 審査基準のレビューを実施する。策定された審査基準は、審査基準の策定者以外が内容につい

て確認することが重要である。検証は、審査項目の記述要素のレベルで実施するとよい。 

 

表 22 審査項目の検証のポイント 

記述要素 検証のポイント 

名前  審査項目の名前は妥当なものであるか。 

 他の審査項目と重複はないか。 

ID コード  ID コードが正しく付与されているか。 

 他審査項目と ID コードの重複はないか。 

上位階層構造  審査基準階層構造は正しいか。 

 審査範囲は妥当であるか。 

 審査範囲は、審査対象、審査範囲に対して網羅性があ

るか。 

重要度  重要度は正しく設定されているか。 

関連審査項目と代替審査項目 ― 

概要 ― 

審査内容  他の審査項目との重複はないか。異なる表現でも同じ

ことが書いてある可能性がある。 

 審査内容は、審査の観点（階層構造の最下層）に対し

て妥当なものであるか。 

確認方法  確認方法は、確認が実現可能なものであるか。文書

等、具体的なものを確認するようになっているか。 

 審査内容には、複数の確認方法が必要な場合もある。

このような場合には、複数の確認方法を設定している

か。 

 異なる審査内容に対して、確認方法が同一の際には、
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記述要素 検証のポイント 

一つの確認方法で異なる審査内容が確認できる場合

があることに注意しているか。 

合否判定基準  合否判定基準は確認方法に対して適切に設定されて

いるか。 

例示  例示は審査項目に対して、妥当なものであるか。 

適用条件 ― 

審査コスト（目安） ― 

注意事項 ― 

 

3.7. 審査基準の認定手続き 
 ソフトウェア監査制度（仮称）の制度の枠組みの概要を以下に示す。 

 
（出典：IPA/SEC ソフトウェアの品質説明力強化のための制度フレームワークに関する提案（中間報告）より） 

図 4 ソフトウェア品質監査制度（仮称）の枠組み案（枠内が「審査基準」の関連部分） 

 

 認定機関の役割には、「審査官資格認定」「審査官資格試験実施機関」「監査機関認定」「審査

基準策定機関認定」「審査基準認定」「独立検証機関認定」「審査結果認証機関認定」「関連業務」

がある。 

 これらの役割のうち、「審査基準認定」に関しては、まず「審査基準」は「審査基準認定」が公開す

る「審査基準認定プログラム」に基づき、「審査基準策定機関」が作成を行う。「審査基準」は、業界

について深い認識が必要であることがから、業界ごとに設立する。 

 認定機関は、次の業務を行う。 

 審査基準認定プログラムの策定・保守 

 審査基準の認定 

審査基準は、審査基準策定機関が審査基準認定プログラムを参照し、審査基準を策定、認定

機関が策定された審査基準を認定する。 

 

利用者

事業者

監査機関

利用者・利用情報

障害情報

公認審査官

公認審査官

審査基準

認定機関

審査基準策定機関 独立検証機関

策定

認定 認定認定認定

参照

製品・サービス

監査

収集

活用

参照

参照

公認審査官協会

注：名称等は仮称です

民間主体

政府

公認審査官の業務査察、
能力維持のための継続的
な教育研修を提供

監査に必要な高度で専門的
な検証サービスを提供

産業・製品別の審査
基準の策定と維持

利用品質も考慮し
た品質監査のため
の基礎情報

企業に所属する公
認審査官による内
部審査も考慮

監査基準

認定

認定基準

監査結果

報告

活用

審査基準策定指針

参照

参照

参照

参照

認定
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（出典：IPA/SEC ソフトウェアの品質説明力強化のための制度フレームワークに関する提案（中間報告）より） 

図 5 認定業務（枠内が審査基準策定機関と審査基準の認定） 

 

3.8. 審査の効率化 
 審査を実施する際、すべてのプロセス毎に審査を実施すると、大変な手間となる。 

 同じような審査項目はまとめて実施し、審査の効率化を図るとよい。 

  

3.9. 審査基準のメンテナンス 
 以下に審査基準のメンテナンスについて記述する。審査基準は、技術の進歩や環境変化に対応

して追加されたり削除されたりする。 

 

表 23 審査基準メンテナンスの要件 

見直し条件の観点 要件 

技術の進歩 当該分野の技術の進歩により審査基準の変更が必要と考えられる場

合、改訂の条件等を規定する。 

利用環境の変化 製品の利用環境が変化した場合、審査基準にも影響を与える可能性

がある。 

製品事故により、審査基準の見直しが必要と判断される場合も本項

目に該当する。 

見直しの頻度 上記の改訂基準を常時監視すると共に、それとは独立に、一定の期

間間隔で、審査基準を見直す必要が無いか検討する。製品分野に

応じて、その見直し頻度、時期等を規定する。 

 

3.10. リファレンスモデルとの対応関係について 
 リファレンスモデルにおいては、以下をベースにして、審査基準を策定する。 

 審査基準策定ガイドライン 

 業界のノウハウの活用 
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 リファレンスモデルの企画品質プロセスにおいて、審査基準策定ガイドラインの審査基準を適用

する。（図 6） 

 

図 6 リファレンスモデルへの審査基準策定ガイドラインの適用 

 

 以下に、審査基準策定ガイドラインを適用した審査基準の例、業界のノウハウを活用した審査基

準の例を示す。 

 

(1) 審査基準策定ガイドラインを適用した審査基準の例 

 審査基準策定ガイドラインを適用した品質ライフサイクルプロセスのうちの企画品質プロセス

における審査基準の一例を以下に示す。 

 

表 24 審査基準策定ガイドラインを適用した審査基準の例 

名前 審査内容 確認方法 

ターゲットの方

向性の審査 

①製品の実現のために必要なプ

ロセスが計画され構築されている

かを確認する。 

①製品実現のためのプロセス、計画が文書化

されていることを確認する。文書としての妥当

性を確認する。 

利用者とその

範囲を特定 

①顧客満足の監視及び測定をし

ているかを審査する。 

①顧客満足の監視および測定の手段を確認

する。 

②①の結果を実際について、文書としての妥

当性を確認する。 

 

(2) 業界のノウハウを活用した審査基準の例 

 業界のノウハウ（ISO 26262）を適用した品質ライフサイクルプロセスのうちの開発品質プロセ

スのソフトウェア設計における審査基準の一例を以下に示す。 

 

作成パターン１：新たに作成 
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表 25 業界のノウハウを活用した審査基準の例 

名前 審査内容 確認方法 

ソフトウェア設

計文書の審査 

1)ソフトウェア設計文書の文書と

しての妥当性を確認する。 

 

2)ソフトウェア設計文書の読解性

を確認する。 

 

3)ソフトウェア設計文書の修正性

を確認する。 

1) 

①ソフトウェア設計文書に関して作成者または

管理担当者が明示されていることを確認する。 

②ソフトウェア設計文書に関して責任者が明示

されていることを確認する。 

③変更履歴を明示していることを確認する。 

④作成文書の管理担当者が審査時点で組織

に実在することを確認する。 

⑤作成文書の責任者が審査時点で組織に実

在することを確認する。 

⑥作成文書の責任者のスキル（ソフトウェア設

計の業務経験）を確認する。 

⑦作成文書に関して、構成管理および変更管

理にて管理していることを確認する。 

2) 

⑧想定読者にとって不明な用語が無いことを

確認する。 

⑨図の表記法の説明があることを確認する。 

⑩図の説明が十分であることを確認する。 

3) 

⑪将来的な変更内容があれば記載されている

こと、および将来的な仕様変更に対応しやす

い設計であることを確認する。 

ソフトウェア設

計文書と上位

要求事項との

追跡性 

ソフトウェア設計プロセスの入力

となる、前工程の入力文書に対し

（例：要件定義書）、要求事項の

追跡性（トレーサビリティ）を確認

する。 

①システム要求分析工程の成果物文書に当該

個所と対応する情報が存在する。 

②上位文書のその情報と当該個所との多重度

が適切であることを確認する。要求事項に上位

の要求以外に追加された内容が入っていない

ことを確認する。万一追加されている場合、理

由が明示され、妥当であることを確認する。 

③上位文書のその情報と当該個所と内容が一

貫していることを確認する。 

④上位文書のその情報と当該個所と相互排他

で、上位文書の要求すべてが盛りこまれている

ことを確認する。 
⑤上位文書のその情報と当該個所と、論理的

に整合していることを確認する。 
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4. 審査基準の例 
 

4.1. 審査基準のパターン 
 審査において、審査内容を確認する方法は、具体的な人や文書が存在して、それを確認するこ

とが確実である。 

 

 従って、審査内容の確認方法としては、以下のような方法が望ましい。 

 ～文書がある。～が文書化されている。 

 （例）製品実現のためのプロセス、計画が文書化されている。 

 （例）共同レビュー記録が作成されている。 

 ～文書には、～が記載されている。～は文書化され、～が記載されている。 

 （例）システム要求仕様書が作成されており、システムの制約条件や機能/非機能要

件が記載されている。 

 ～に関する手順書が作成されている。 

 （例）手順書がなければ品質に有害な影響を及ぼす可能性のあるものについて、方

法を明確にした手順書が作られている。 

 ～に関する社内規定が存在する。 

 ～の担当者がいる。担当者は組織図に明示されている。 

 ～の管理者がいる。管理者は組織図に明示されている。 

 （例）管理責任者は品質工程能力及び製品特性の設定、管理、検証のために統計

的手法の要否の判断や、適切な手法が選択できるように教育訓練を受けている。 

 ～に関する体制が存在する。 

 （例）製品等が円滑に、かつ継続して供給できる販売ルートが整備され、その体制が

構築されていること、その内容を明確に示す文書が整備されていること。 

 ～の専門家がいる。 

 ～のシステムが存在し、運用されている。 

 （例）顧客マネジメントシステムが構築され運用されている。 

 （例）QMS を計画し策定している。 

 ～のための情報システムが存在する。 

 ～のためのデータベースが存在する。 

 （例）要求事項の記録がファイル化またはデータベース化されている。 

 

4.2. 企画品質プロセス 
 企画品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、既存規格・

標準の内容を参考にした。企画品質のサブプロセスに対応して ISO 9000、TQM 9000 に記載され

ていることを整理した。 

 

表 26 企画品質プロセスと ISO 9000、TQM 9000 の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

企 画 計

画 

企 画 作 業

の 要 素 特

定 

企 画プロ セ

スの作業要

素 を 明 ら か

にし、その実

施計画を作

成 し て い る
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

か 審 査 す

る。 

製 品 開 発

の 要 求 事

項の抽出 

マーケットリ

サーチを行

うにあたって

その範囲が

特 定 で き る

ようなターゲ

ットの方向性

を 設 定 し て

いるか審査

する。 

7.1 製品実現の計画 

・製品の実現のために必要な

プロセスを計画し、構築する。 

・ＱＭＳの他のプロセスの要求

事項と整合性をとる。 

・計画は、次の各事項につい

て（該当するものを）明確にす

る。 

a) 製品に対する品質目標及

び要求事項 

b) 当該製品のプロセス及び

文書の確立と資源提供の必

要性 

c) 当該製品の検証、妥当性

確認、監視・検査及び試験活

動、製品合否判定基準 

d) 実現プロセス及び製品が

要求事項を満足していること

を実証する記録 

＊特定の製品、プロジェクト

又は契約に適用されるプロセ

ス及び資源を規定する文書を

品質計画書と呼ぶことがあ

る。 

 

7.1 製品実現の計画 

(1)製品の実現とは、製品を

完成するために必要なプロセ

ス及びサブプロセスのつなが

り（sequence）である。 

(2)実現プロセスの計画は、組

織の品質マネジメントシステ

ムの他の要求事項と矛盾しな

いこと、またその組織の運用

方法に合った形態で文書化

（Documented）する。 

(3)製品の実現プロセスの計

画において、組織は次の事

項を明確にする。 

a)その製品、プロジェクト又は

契約に対する品質目標と要

求事項 

b)その製品のためのプロセス

の確立及びその文書化、並

びに経営資源及び施設・支

援の供給の必要性 

c)検証活動及び妥当性確認

活動並びに合否判定基準 

d)プロセス及びその結果であ

る製品の要求事項を満たして

いることを記録する。 

e)製品実現プロセスと関係す

る組織の連携/役割を明記す

る。 

f)Ｄ（量、納期）を考慮する。 

利 用 者 の

特定 

利 用 者と そ

の範囲を特

定 し て い る

か 審 査 す

る。 

5.2 顧客重視 

トップマネジメントは 

・顧客満足の向上を目指す。 

・顧客要求事項を決定し、満

たすことを確実にする。 

 

7.2.3顧客とのコミュニケーショ

ン 

次の事項に関して顧客とのコ

ミュニケーションの方法を決

め、実施する。 

a)製品情報 

b)引合い、契約、又は注文、

及びそれらの変更 

c)苦情を含む、顧客からのフ

5.2 顧客重視 

(1)顧客満足の向上を目指

す。 

(2)顧客要求事項が決定され

満たされることを以下の項目

から確実にする。 

7.2.1 製品に関する要求事項

の明確化 

8.2.1顧客満足の監視及び測

定 

(3)顧客マネジメントシステム

の構築・運用 

 [1]現実の顧客／潜在顧客

を明確にする。 

 [2]顧客のニーズと期待を明
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

ィードバック 確にし、理解する。 

(4)Ｑ（品質）だけでなく、Ｃ（コ

スト）、Ｄ（量、納期）に関する

顧客要求事項に対し配慮す

る。 

(5)品質方針・品質目標の設

定及び経営資源の活用に当

たっては、前年度の結果、問

題点並びに原因等が把握さ

れ、その成果が反映されてい

る。 

(6)「方針展開システム」のフ

レームが実践される。 

 [1]経営方針の遂行状況に

対する経営トップの懇談の実

施 

 

7.2.3 顧客とのコミュニケーシ

ョン 

組織は次の事項に関係する

顧客とのコミュニケーションの

ための取り決めを明確にし、

実行する。 

a)製品に関する情報 

b)引合い、契約又は注文の

処理。これには変更を含む。 

c)顧客からのフィードバック。

これには顧客の苦情を含む。 

d)顧客対応の窓口の明確化 

利 用 者

要 求 の

獲得 

市場動向 製品ターゲ

ットに関わる

分野の市場

動 向、事 業

環境を十分

に 実 施し て

いるか審査

する。 

  

影 響 要 因

の特定 

社会環境等

が 、 製 品 の

品質や設計

に 与え る 要

因 を 検討 し

て い る か 審

査する。 

  

事故情報・

評 価 情 報

の 影 響 検

同種製品の

事故情報や

評価情報か
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

討 ら 、 製 品 に

与える影響

要因を検討

し て い る か

審査する。 

品 質 目

標 の 設

定 

用 途 の 特

定（範囲検

討） 

用 途 と そ の

範囲を特定

し て い る か

審査する。 

5.2 顧客重視 

 

7.2.3 顧客とのコミュニケーシ

ョン 

 

5.2 顧客重視 

 

7.2.3 顧客とのコミュニケーシ

ョン 

 

利 用 者 の

要 求 品 質

の特定 

特定した用

途 の 範 囲

で 、 要 求 す

る 品 質を 洗

出し、特定し

て い る か 審

査する。 

5.2 顧客重視 

 

7.2.1 製品に関連する要求

事項の明確化 

次の要求事項を明確にする。 

a)顧客が規定した事項（引渡

し及び引渡し後の活動も含

む） 

b)顧客が明示してはいない

が、製品本来の使用目的、及

び常識的な使用に必要な事

項 

c)製品に関連する法令・規制 

d)必要と判断する追加的事項 

 

7.2.3 顧客とのコミュニケーシ

ョン 

5.2 顧客重視 

 

7.2.1 顧客の要求事項を明

確にする 

a)顧客が規定した製品要求

事項。これには入手、引渡し

及び支援、サービスを含む。 

b)顧客が規定したものではな

いが、意図された、又は規定

された用途のために必要な

製品要求事項 

c)製品に関係する義務事項。

これには、ＰＬなど規則・法令

要求事項を含む。 

d)顧客を「社外の顧客」とす

る。 

e)要求事項の記録がファイル

化又はデータベース化され

ている。 

 

7.2.3 顧客とのコミュニケーシ

ョン 

 

品 質 特 性

の 目 標 設

定 

利用者の要

求品質を達

成 す るた め

に必要なシ

ステム/ソフト

ウ ェ ア の 品

質特性の目

標が ステ ー

ク ホ ル ダ ー

間で 合意さ

れ て い る か

審査する。 

5.3 品質方針 

トップマネジメントは、品質方

針で以下を確実にする。 

a)組織の目的に対して適切。 

b)要求事項への適合性、ＱＭ

Ｓの有効性の継続的改善のコ

ミットメントを含む。 

c)品質目標の設定、レビュー

の枠組みを与える。 

d)組織全体に伝達し、理解さ

せる。 

e)適切性の持続のためにレビ

ューする。 

 

5.3 品質方針 

(1)品質方針書を文書化す

る。品質方針は以下を含む。 

a)経営理念、ビジョン等の組

織（企業）の目的に沿った方

針とする。顧客満足の向上を

目指す。 

b)法令・規制要求事項、顧客

要求事項を満たすことの重要

性を組織内に周知する。ＱＭ

Ｓの有効性の継続的な改善

を実施するという経営者の決

意を示す。 

c)全社品質目標を設定し、組
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

5.4.1 品質目標 

・トップマネジメントは、部門、

階層で品質目標を設定させ

る。 

・品質目標には、製品要求事

項を満たすために必要なもの

があれば含める。 

・品質目標は判定可能で、品

質方針と整合性を取る。 

 

7.2.2 製品に関連する要求事

項のレビュー 

・製品に関連する要求事項を

レビューする。 

・顧客に製品提供のコミットメ

ントをする前に実施する 

・次の事項をレビューする。 

a)製品要求事項が定められて

いる。 

b)契約又は注文の要求事項

が以前の提示と異なる場合、

その解決 

c)定められた要求事項を満た

す能力の保有 

・レビューの結果、及び実施さ

れた処置の記録を維持する。 

・要求事項が書面で示されて

ない場合、顧客要求事項を確

認して受諾する。 

・製品要求事項が変更された

場合、該当する文書を修正

し、関連する要員へ周知徹底

する。 

 

織内の関連する部門・階層で

展開させ、監視体制を用意

する。 

d)品質方針を組織全体に伝

達し、理解させる。 

ｅ）適切性の持続のためにマ

ネジメントレビューを実施す

る。 

(2)Ｑ（品質）だけでなく、Ｃ（コ

スト）、Ｄ（量、納期）に対して

配慮する。 

(3)品質方針の設定・変更は、

前年度の結果、問題点並び

に原因等が把握され、その成

果が反映されている。 

 

5.4.1 品質目標 

(1)全社品質目標を設定し、

文書化する。 

(2)組織内の関連する各部門

及び階層で部門品質目標を

設定させる。 

(3)製品実現の計画（品質計

画書）での品質目標を設定さ

せる。 

(4)品質目標は、その達成度

が判定可能となる定量的目

標とする。 

品質目標は品質方針との整

合性を取る。 

(5)Ｑ（品質）だけでなく、Ｃ（コ

スト）、Ｄ（量、納期）に関する

顧客要求事項に対し配慮 

(6)レビューでＱＣ的考え方・

手法を活用する。 

(7)品質目標の設定に当たっ

ては、前年度の結果、問題点

並びに原因等が把握され、

その成果が反映されている。 

(8)品質目標の電子化（社内

イントラネット化） 

(9)「方針展開システム」のフ

レームが実践される。 

 [1]経営方針の遂行状況に

対する経営トップの懇談の実

施 
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

7.2.2 製品に関連する要求

事項のレビュー 

(1)組織は、明確にされた顧

客要求事項をレビューする。 

(2)このレビューは顧客に製品

を提供するコミット（例えば、

入札書の提出、契約又は注

文の受諾）に先立って行うこ

と。 

(3)確認事項は次の通り 

a)製品要求事項が定められ

ていて新製品開発計画書が

作成されている。 

b)顧客が要求事項を文書で

提供しない場合、受諾前に

顧客要求事項が確認されて

いる。契約要求事項又は注

文要求事項で、それまでに

提示していたもの（例：入札

書、見積書）と異なる事項は

顧客との間で解決されてい

る。 

c)組織が定められた要求事

項を満たす能力を持ってい

る。 

d)製品仕様書に基づき新製

品を具体化するために必要

な技術開発が行われている。 

(4)このレビュー及びこれに続

くフォローアップ活動の結果

は記録し、維持する。（5.5.7

品質記録の管理を参照） 

(5)製品要求事項が変更され

た場合、組織は関連する文

書を確実に修正する。 

(6)組織は関連する要員に変

更された要求事項を周知徹

底する。 

 

品 質 目 標

達 成 の た

めのシステ

ム化 

品質特性目

標を達成す

る た め の シ

ス テ ム 化 構

想 を 行 な っ

て い る か 審

査する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（審査の観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

品 質 保

証計画 

品 質 目 標

を 達 成 す

る た め の

実 施 計 画

作成 

特 定さ れ た

品質を達成

す る た め に

必要な計画

を 策 定 し て

いるか審査

する。 

5.4.2 品質マネジメントシステ

ムの計画 

トップマネジメントは、以下を

確実にする。 

a)品質目標、4.1 に規定する

要求事項を満たすために、Ｑ

ＭＳの計画を策定する。 

b)ＱＭＳが変更される場合

に、ＱＭＳの「完全に整ってい

る状態」（Integrity）を維持す

る。 

 

7.1 製品実現の計画 

5.4.2 品質マネジメントシステ

ムの計画 

(1)経営者は以下を実施 

a)ＱＭＳを計画し、策定する。 

b)組織変更などが発生した場

合でも、ＱＭＳの完整性を維

持する。 

(2)Ｑ（品質）だけでなく、Ｃ（コ

スト）、Ｄ（量、納期）を含めた

ＱＭＳを構築する。 

 

7.1 製品実現の計画 

 

品 質 目 標

達 成 す る

た め の 実

施 計 画 の

評価 

策定した計

画が、コスト

制約、スケジ

ュール制約

を 考 慮 し て

実現可能か

評 価 して い

ることを審査

する。 

  

（出典：ISO 9000 から品質経営へ TQM 9000http://www.tqm9000.jp/を参考に作成） 

 

【審査基準の審査内容と確認方法の例】 

 上記を参考にした審査基準の審査内容と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 27 企画品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第 2 階

層 

第 3 階層 審査事項 審査内容 確認方法 

企 画 計

画 

製 品 開 発

の 要 求 事

項の抽出 

マーケットリ

サーチを行

うにあたって

その範囲が

特 定 で き る

ようなターゲ

ットの方向性

を 設 定 し て

いるか審査

する。 

製品の実現のために必要な

プロセスが計画され構築され

ているか。 

製品実現のためのプロセス、

計画が文書化されている。 

利 用 者 の

特定 

利 用 者と そ

の範囲を特

定 し て い る

か 審 査 す

る。 

 

顧客満足の監視及び測定を

しているか。 

顧客マネジメントシステムが

構築され運用されている。 
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第 2 階

層 

第 3 階層 審査事項 審査内容 確認方法 

品 質 目

標 の 設

定 

利 用 者 の

要 求 品 質

の特定 

特定した用

途 の 範 囲

で 、 要 求 す

る 品 質を 洗

出し、特定し

て い る か 審

査する。 

顧客の要求事項を明確にす

る。 

要求事項の記録がファイル

化またはデータベース化され

ている。 

品 質 特 性

の 目 標 設

定 

利用者の要

求品質を達

成 す るた め

に必要なシ

ステム/ソフト

ウ ェ ア の 品

質特性の目

標が ステ ー

ク ホ ル ダ ー

間で 合意さ

れ て い る か

審査する。 

品質方針が経営理念・ビジョ

ン等の組織方針に沿ったもの

であるか。 

法令・規制要求事項、顧客要

求審査項目を満たすものであ

るか。 

品質方針を文書化している。 

品 質 保

証計画 

品 質 目 標

を 達 成 す

る た め の

実 施 計 画

作成 

特 定さ れ た

品質を達成

す る た め に

必要な計画

を 策 定 し て

いるか審査

する。 

品質目標を定め、その達成の

ための計画を立てているか。 

QMS を計画し策定している。 

 

4.3. 開発品質プロセス 
 開発品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、ESPR（組込

みソフトウェア向け開発プロセスガイド）の内容を参考にした。 

 

表 28 開発品質プロセスと ESPR の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

システム

要 求 分

析 

製 品 に 対

す る 要 求

事 項 の 抽

出 

製品企画

部門など

で作成し

た製品企

画書と製

品仕様書

に記載さ

れた内容

を把握し

確認して

いる。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

（ 製 品 企

画 書 ・ 仕

様書確認

メモ） 

①製品企画書に記載されている以下

の項目について確認する。 

・製品の概要や特徴、既存製品から

の機能面での差分など 

・製品の市場や市場投入の時期（発

売時期） 

・中長期をみた製品戦略上の当該製

品の位置づけ、重要度 

・製品が関係する規格、規約、法律、

法規 

②製品仕様書に記載されている以下

の項目について確認する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

・製品のビジョンやコンセプト 

・対象ユーザとシステム要求 

システムの

機 能要 件

お よ び 非

機 能要 件

の抽出 

製品仕様

書の記載

事項をも

と に 、 製

品の機能

を実現す

る シ ス テ

ムを開発

する立場

で 、 シ ス

テムに求

め ら れ る

機能要求

事項を分

析し整理

し て い

る。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

・（SY101）

シ ス テ ム

機能リスト 

・（SY102）

シ ス テ ム

機能動作

マトリクス 

①製品仕様書の中に記載された要

求事項を分析し、製品を実現するシ

ステムに求められる機能面の要求を

洗い出す。 

②機能要求の洗い出しについては、

システムのユーザ、利用シーンを考

慮したユースケース分析を行い、そ

の結果も考慮して検討していく。 

③機能要求については 

・機能間の関係（動作の順序関係、

動作の並行性など）も分析し、機能

動作のマトリクスに整理しておく。 

・既存システムの再利用や将来の再

利用などを考慮し、個々の機能につ

いての流用や変更の有無なども整理

する。 

・データ処理的な機能などについて

は個々の機能が関係するデータなど

も明確にしておく。 

④ネットワークやバスを介したシステ

ム（サブシステム）間の連携や外部イ

ンタフェースなどについても明確にし

ておく。 

・通信プロトコルや形態、ネットワーク

を介してやり取りされるデータなども

明確にしておく。 

⑤ユーザインタフェースなどをもつシ

ステムの場合には、表示や操作項目

の整理や、ユーザインタフェースを司

るデバイス類についても整理してお

く。 

製品仕様

書の記載

事項をも

と に 、 製

品の機能

を実現す

る シ ス テ

ムを開発

する立場

で 、 シ ス

テムに求

め ら れ る

機能要求

事項を分

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

（ SY103 ）

シ ス テ ム

非 機 能 リ

スト 

①製品仕様書の中に記載された要

求事項を分析し、製品を実現するシ

ステムに求められる非機能面の要求

を洗い出す。 

②非機能面の要求には、システムと

しての「信頼性」「効率性」「保守性」

「移植性」や「使用性」などが含まれ

る。 

（例） 

 ・ システムに許容される不具合の

数や程度 

 ・ 個々の機能の処理時間やレスポ

ンスタイム 

 ・ ユーザインタフェースの操作のし



 
 

33 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

析し整理

し て い

る。 

易さ 

 ・ 市場投入後の不具合修正などに

関する保守の方法（リモートメンテナ

ンスなど） 

③ネットワーク接続などを前提とする

システムではセキュリティ面での要求

事項も合わせて明確にしておく。 

システムの

動 作制 約

条 件 の 抽

出 

製品を実

現するシ

ス テ ム に

つ い て 、

実際の動

作環境な

どを考慮

し て 、 そ

の動作条

件や制約

条件など

を明確に

し て い

る。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

（ SY104 ）

シ ス テ ム

動作制約

リスト 

①システムの動作環境を把握する。 

・システムが設置されたり利用される

場所などに起因する動作条件を明確

にする。 

・システムにセンサーなどを介して入

力されるデータのレンジや値の範囲

を明確にする。 

（例） 

「自動車」における「寒冷地仕様」な

ど 

②システムで処理するデータなどの

サイズや特性、データの入出力のタ

イミングなども明確にしておく。 

③システムの利用に付随する法的な

制約、社会慣習面での制約なども明

確にしておく。 

④システム実装に関して、製品機器

の寸法なども明確にしておく。 

⑤他社の知的財産権、他社技術など

との関係も明確にしておく。 

⑥システムを利用するハードウェアプ

ラットフォーム（MPU、LSI など）に関

する制約も明確にしておく。 

システムの

要 件 に 対

す る 優 先

順 位 の 決

定 

シ ス テ ム

の要求事

項につい

て 、 実現

の制約事

項などを

考慮して

優先順位

を決定す

る。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

・（SY101）シ

ステム機能リ

スト 

・（SY103）シ

ス テ ム 非 機

能リスト 

・（SY104）シ

ス テ ム 動 作

制約リスト 

（ SY105 ）

優先順位

付 き シ ス

テム要求

リスト 

①（SY101）、（SY103）、（SY104）の事

項を考慮し、システム要求に関する

優先順位付けを行う。 

②システムとしての実現事項に関す

る優先順位付けでは要求事項（機

能、非機能）実現に関するコストや開

発期間と実現した場合の製品価値

（ユーザ側から見た価値も含めて）、

実現性を参考に重要度を検討する。 

③要求の優先度は最終的に 高/中/ 

低の 3 段階程度に分類するのが望ま

しい。 

シ ス テ ム

要 求仕 様

書の作成 

シ ス テ ム

の要求事

項を整理

し シ ス テ

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

（ SY106 ）

シ ス テ ム

要求仕様

書 

①（SY101）～（SY105）の事項を考慮

し、システム要求仕様書を作成する。 

②上記検討の段階で幾つかの代替

案を並行して検討してきた場合に
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

ム要求仕

様書を作

成する。 

・（SY101）シ

ステム機能リ

スト 

・（SY102）シ

ス テ ム 機 能

動作マトリク

ス 

・（SY103）シ

ス テ ム 非 機

能リスト 

・（SY104）シ

ス テ ム 動 作

制約リスト 

・（SY105）優

先順位付き

シ ス テ ム 要

求リスト 

は、最終案を選択決定する必要があ

る。 

③システムの設計指針も合わせて整

理する。 

シ ス テ ム

要 求仕 様

書 の 妥 当

性確認 

シ ス テ ム

要求仕様

が シ ステ

ム と し て

求められ

る事項を

満 たして

いるか確

認 し 、 内

部確認レ

ポートとし

て ま と め

る。 

（ SY106 ） シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

（ SY107 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（システム

要 求 仕

様） 

①以下の視点で、システム要求仕様

書（SY106）の内部確認を行う。 

・システムの前提となっている動作環

境や動作条件、コンテキストが明確

になっているか。 

・対象ユーザとその操作シナリオが明

確になっているか。 

・上記を踏まえてシステムで実現す

べき機能/非機能面の要求事項が明

確になっているか。 

・上記要求事項は優先度が明確にな

っているか。 

・未決定事項が明確になっている

か。 

・仕様書に書かれた要求事項がビジ

ネスの視点（事業性、新規性など）か

ら見て適切か。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SY107） として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で、関係者に配布する。 

システム

設計 

設 計条 件

の抽出 

システム・

アーキテ

ク チ ャ を

設計する

にあたり、

要 求 ・ 条

件などを

確 認 す

る。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

（ 設 計 条

件 確 認 メ

モ） 

①システム要求仕様書の記載内容を

確認する。 

・システムの制約条件（動作制約含

む） 

・システムの機能/非機能要求 

②システムの動作環境についても再

度確認する。 

③既存システムの一部を再利用した

り拡張する場合の利用条件なども確
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

書 認する。 

④システムの将来の機能拡張の可能

性などについても確認する。 

⑤今回開発するシステムの範囲を確

認する。 

シ ス テ ム

構 成 の 設

計 

シ ス テ ム

を構成す

る機能を

ハ ー ド ウ

ェア、ソフ

トウェアそ

れぞれの

視点から

整 理 し 、

機能ブロ

ックとして

抽出し設

計する。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SY201）

シ ス テ ム

構成図 

・（機能ブ

ロック図） 

・（SY202）

共 通 機

能 ・ デ ー

タ一覧表 

①システムを構成する大きなレベル

の機能を洗い出し、これを機能ブロッ

クとして抽出する。 

②各機能ブロックについてハードウェ

ア、ソフトウェアの役割分担を検討す

る。 

③各機能ブロック間の関係を検討す

る。 

④各機能ブロックのおおよその内容

を検討し、システム要求仕様で求め

られる個別の機能を各機能ブロック

に分配していく。 

⑤システム全体から共通に利用され

る機能やデータを識別しておく。 

 これらを踏まえて、システムを構成

する機能に関する機能ブロック図を

整理する。なお、システムが担う処理

やサービスによっては、システムで扱

うデータに着目してシステム構成要

素の抽出と分割を考えたほうが良い

場合もある。 

シ ス テ ム

全 体 の 振

舞の設計 

シ ス テ ム

を構成す

る機能ブ

ロ ッ ク を

念頭にシ

ス テ ム全

体 と し て

の振舞い

を検討し

整 理 す

る。 

・ 製 品 企 画

書 

・ 製 品 仕 様

書 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

（ SY203 ）

シ ス テ ム

動作設計

書 

①個々の機能ブロックがどのように連

携してシステムの機能サービスを実

現していくかを整理する。 

②機能ブロックの並行動作の可能性

も考慮して機能ブロックの動作タイミ

ングなどを検討し、動作シナリオ（シ

ーケンス）として整理する。また、割り

込み動作などについても整理してお

く。 

③システムを構成する機能ブロックの

動作コンテキストを明確にする。 

④システム要求分析で検討したユー

スケースをもとにして、ユースケースと

機能ブロックの対応付けをする。 

⑤システムの非機能要求を念頭に、

システムの動作に関するレスポンスタ

イムなどの時間制約も検討し、ソフト

ウェア動作、ハードウェア動作の時間

的な側面に関する概算見積りを行

う。 

⑥システムのエラーハンドリングの考
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

え方を整理しておく。 

⑦システムが使われる条件を考慮

し、システムに求められる安全性を実

現する仕組みを検討する。 

インタフェ

ー ス の 設

計 

シ ス テ ム

の外部お

よび内部

の イ ン タ

フ ェ ー ス

を明確に

する。 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

（ SY201 ） シ

ス テ ム 構 成

図 

・（機能ブロ

ック図） 

・（SY202）共

通 機 能 ・ デ

ータ一覧表 

（ SY204 ）

シ ス テ ム

インタフェ

ース設計

書 

①外部インタフェースを明確化にす

る。 

・開発対象のシステムとその外部にあ

るシステムとのインタフェースを明確

にする。 

・外部インタフェースを介してやり取り

されるデータや情報を明確にするとと

もに、インタフェースを実現するため

の通信方式やデータ送受信方式な

どについても明確にしておく。 

②内部インタフェースを明確にする。 

・システムを構成する機能ブロック間

のインタフェースを明確にする。 

・システム内インタフェースを介して

やり取りされるデータや情報を明らか

にするとともに、システム内のユニット

間のインタフェースとして、たとえばバ

スや共有メモリなどの方式を明確にし

ておく。 

③ソフトウェア要素とハードウェア要

素の間のインタフェースについても明

確にする。 

④システム外部とのインタフェースに

ついては介在するセンサー、アクティ

エータなどの仕様や関係するデータ

にも着目し、必要に応じて関連デー

タ、センサーデータ一覧表として整理

する。 

シ ス テ ム

設 計 書 の

作成 

システム・

アーキテ

ク チ ャ 設

計の事項

を 整 理

し 、 シ ス

テ ム ・ ア

ー キ テ ク

チャ設計

書 と し て

まとめる。 

・（SY201）シ

ス テ ム 構 成

図 

・（機能ブロ

ック図） 

・（SY202）共

通 機 能 ・ デ

ータ一覧表 

・（SY203）シ

ス テ ム 動 作

設計書 

・（SY204）シ

ステムインタ

フ ェ ー ス 設

計書 

（ SY205 ）

システム・

ア ー キ テ

ク チ ャ 設

計書 

（SY201）～（SY204）の成果を取りまと

めてシステム・アーキテクチャ設計書

を作成する。 

・システム・アーキテクチャ設計の過

程で出力された資料を整理・体系化

して文書化する。 

・内部確認・共同レビューなどでの指

摘事項が適切に反映されていること

も確認する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

シ ス テ ム

設 計 書 の

妥 当性 確

認 

作成した

システム・

アーキテ

ク チ ャ 設

計書に記

載された

事項が、

シ ス テ ム

要求仕様

を 満 た

し 、 か つ

適切であ

る こ と を

確 認 し 、

内部確認

レポートと

し て ま と

める。 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SY201）シ

ス テ ム 構 成

図 

・（機能ブロ

ック図） 

・（SY203）シ

ス テ ム 動 作

設計書 

・（SY204）シ

ステムインタ

フ ェ ー ス 設

計書 

（ SY206 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ シ ス テ

ム・アーキ

テ ク チ ャ

設計） 

①システム・アーキテクチャ設計書の

内容が適切であるかどうかを確認す

る。 

・システムを構成する機能ブロックの

分割が適切であり、システム要求で

求められる事項が実現可能かどうか

（トレーサビリティの確認）。 

・ソフトウェア/ハードウェアの分割が

適切であるか。 

・機能ブロック分割、ソフトウェア・ハ

ードウェア分割の前提となる条件が

正しいか。 

・システムに求められる非機能要求が

実現可能であるか。 

・システムの性能（効率性など）が期

待通りの水準を実現できるか 

・将来のシステム拡張などを考慮して

適切な保守性、移植性が実現できる

か 

・対象ユーザとその利用コンテキスト

を念頭に、利用性や安全性が考慮さ

れているか。 

・システム全体としての動きが整理で

きているか。 

・システム要求やテスト仕様との対応

（トレーサビリティ）が取れているか。 

・最終的に整理されたシステム・アー

キテクチャについて実現可能性を確

認しておく。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SY206）として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で、関係者に配布する。 

システム・

アーキテ

ク チ ャ 設

計書の共

同 レ ビ ュ

ーを実施

し 、 シ ス

テム要求

事項の実

現方法の

妥当性を

ス テ ー ク

ホルダー

間で確認

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SY206）内

部確認レポ

ート（システ

ム・アーキテ

・（SU801）

共 同 レ ビ

ュー記録

（ シ ス テ

ム・アーキ

テ ク チ ャ

設計書） 

・（SY208）

システム・

ア ー キ テ

ク チ ャ 設

計共同レ

ビ ュ ー 報

告書 

①システム開発に関係するステーク

ホルダー（企画部門担当者、ソフトウ

ェア開発者、ハードウェア開発者、シ

ステム評価者、製造担当者など）を集

めシステム・アーキテクチャ設計の妥

当性を確認する。レビューでは特に

下記の点を考慮する。 

・検討したシステム・アーキテクチャ設

計（How）はシステム要求（What）に

合致しているか。 

・システム・アーキテクチャ設計の実

現性が担保されているか。 

・ソフトウェア開発に対する要求事項

が明確になっているか。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

する。 クチャ設計） ・ハードウェア開発に対する要求事

項が明確になっているか。 

・システムの結合や評価についても

要求事項が明確になっているか。 

・システムの脆弱性などセキュリティ

面への配慮がされているか。 

・システムの安全性の視点からの配

慮がされているか。 

・システム開発で利用する開発環境、

システムの動作環境（OS、Lib）やシ

ステムに組みこまれるミドルウェアな

どが明確になっているか。 

・製造段階での動作評価のための方

式が考慮されているか。 

・システムが関係するドメインにおい

て、準拠すべき法令、規則などが明

らかになっており、それらに従ってい

るか。 

・システムの制約条件などが明確に

なっているか。 

②レビューの記録をもとに、共同レビ

ュー報告書を作成する。 

・レビュー報告にはレビューの指摘事

項やその対応についても明記し、関

係するステークホルダーに配布す

る。 

ソ フ ト ウ

ェ ア 要

求分析 

ソ フ ト ウ ェ

ア に 対 す

る 要 求 事

項の抽出 

ソフトウェ

アに関す

る要求事

項を検討

するにあ

たっての

考慮すべ

き制約条

件を明確

に し 、 制

約条件リ

ストとして

ま と め て

いるか審

査する。 

・ 製 品 企 画

書 

・システム要

求仕様書 

・ シ ス テ ム ・

ア ー キ テ ク

チャ設計書 

・ 安 全 要 求

仕様書 

・ハードウェ

ア仕様書 

制約条件

リスト 

以下の事項を確認し、制約条件リスト

を作成しているか審査する。 

(1)製品企画、製品開発戦略を確認

する。ソフトウェア要求を定義するに

あたって、考慮すべき製品目標を確

認する。（特徴的な新機能の有無プ

ロダクトライン開発の適用 など） 

(2)製品特性を確認する。（信頼性要

求、安全性要求安全、耐用年数、製

品寿命、想定される利用状況、利用

環境、準拠しなければならない規格・

規約の有無 など）。 

(3)製品のステークホルダーを確認す

る。（サービス部門、営業、企画、ハ

ード開発部門、製造部門など、製品

に関わるステークホルダーを確認す

る。製品のエンドユーザを明確にし、

ユーザグループ別の特徴を確認す

る。ステークホルダー別に対応しなけ

ればならない制約条件をリストアップ

する。） 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

(4)製品構成を確認する。（ハードウェ

ア構成とその制約。利用する OS、ミド

ルウェアなどを明確にし、それぞれの

制約をリストアップする。製品が連携

動作する周辺のソフトウェア、システ

ムやハードウェアなどとのインタフェ

ースを明確にする（センサー、アクテ

ィエータなど）。 

(5)再利用ソフトウェアを確認する。

（既存ソフトウェアを再利用するか否

かを検討する。再利用する場合は、

再利用ソフトウェアの仕様や特徴、な

らびに再利用の方針を確認する。 

(6)ソフトウェアの開発環境、テスト環

境、導入環境を確認する。（開発に

利用するツールテスト環境、テスト用

ツール、テスト方法、テストデータの

利用可能性インストール時の制約な

ども明らかにしておく。） 

ソ フ ト ウ ェ

ア の 機 能

要 件 お よ

び 非機 能

要 件 の 抽

出 

開発対象

ソフトウェ

アに求め

ら れ る 機

能要求事

項を検討

し、ソフト

ウ ェ ア 機

能要求リ

ストとして

ま と め て

いるか審

査する。 

・ 製 品 企 画

書 

・システム要

求仕様書 

・ シ ス テ ム ・

ア ー キ テ ク

チャ設計書 

・ 安 全 要 求

仕様書 

・ハードウェ

ア仕様書 

ソフトウェ

ア機能要

求リスト 

以下の点を実施しているか審査す

る。 

・システムとして実現・提供する機能

のうち、ソフトウェアで実現する機能

を明確にし、ソフトウェア機能要求リス

トを作成する。 

・機能要求の洗い出しについては、ソ

フトウェアとしてのユースケース分析

の結果も考慮して検討していく。 

開発対象

ソフトウェ

アに求め

ら れ る 非

機能要求

* 事 項 を

検 討 し 、

ソフトウェ

ア非機能

要求リスト

としてまと

める。 

・ 製 品 企 画

書 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

各ハードウェ

ア仕様書 

 

（ SW103 ）

ソフトウェ

ア非機能

要求リスト 

システムとしての機能の実現におい

て関係すると考えられるソフトウェア

の非機能的な側面の要求を明確に

し、ソフトウェア非機能要求リストにま

とめる。 

・信頼性要求 

・使用性要求 

・効率性要求 

・保守性要求 

・移植性要求 

・その他のソフトウェア非機能要求 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

ソ フ ト ウ ェ

ア 動 作 制

約 条 件 の

抽出 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

ソ フ ト ウ ェ

ア の 要 件

に 対 す る

優 先順 位

の決定 

 ・（SW102）ソ

フトウェア機

能要求リスト 

・（SW103）ソ

フトウェア非

機 能 要 求 リ

スト 

（ SW104 ）

優先順位

付 け さ れ

たソフトウ

ェ ア 要 求

リスト 

・（SW102）、（SW103）をもとに、ソフト

ウェアとして実現する要求に優先順

位付けを行う。 

・優先順位は必須/ 優先度高/ 優

先度低/任意などとし、優先順位をつ

けた根拠や理由も記録しておく。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 要 求 仕

様 書 の 作

成 

ソフトウェ

アの要求

事項を整

理し、ソフ

ト ウ ェ ア

要求仕様

書 と し て

まとめる。 

・ （ SW101 ）

制 約 条 件 リ

スト 

・（SW102）ソ

フトウェア機

能要求リスト 

・（SW103）ソ

フトウェア非

機 能 要 求 リ

スト 

・ （ SW104 ）

優先順位付

けされたソフ

トウェア要求

リスト 

 

（ SW105 ）

ソフトウェ

ア要求仕

様書 

・（SW101）～（SW104）の成果を取り

まと め てソ フト ウェ ア 要求 仕様 書

（SW105）を作成する。 

・ソフトウェア要求定義の過程で出力

された資料を整理・体系化して文書

化する。 

・内部確認等での指摘事項が適切に

反映されていることも確認する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 要 求 仕

様 書 の 妥

当性確認 

ソフトウェ

ア要求仕

様 が ソ フ

トウェアと

して求め

ら れ る 事

項を満た

し て い る

か 確 認

し 、 内 部

確認レポ

ートとして

まとめる。 

・ 製 品 企 画

書 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

（ SW106 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ ソ フ ト ウ

ェ ア 要 求

定 

義） 

以下の①～⑦の視点で、ソフトウェア

要求仕様書（SW105）の内部確認を

行う。確認結果は内部確認レポート

（SW106）として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

①妥当性を評価する。 

・記述されている要求事項がシステム

要求などと照らし合わせて妥当であ

るか。 

②実現可能性を評価する。 

・記述されている要求事項は開発部

門が保有する技術によって実現可能

かテスト可能性の評価。 

③テスト可能性（ソフトウェア要求はテ

スト可能か）を評価する。 

・システムが想定する動作フィールド

においてのテストや動作確認が可能

な要求であるか。 

④運用・保守性を評価する 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

・ソフトウェアのバージョンアップの考

え方やその方式は適切であるか。 

・不具合があった場合の対処方法が

適切に検討されているか。 

⑤追跡可能性を評価する。 

・ここで定義されたソフトウェア要求事

項に沿って以降の開発作業が進めら

れていることが確認できるように、

個々のソフトウェア要求事項に識別

情報が付けられているか。 

・個々の要求事項に関して、元になる

成果物が明示されているか。 

⑥一貫性を評価する。 

・関連する成果物の内容と矛盾がな

いか、また、ソフトウェア要求仕様書

の内部で矛盾がないか。 

⑦完全性を評価する 

・機能、性能、設計上の制約、属性、

外部インタフェースなど、必要事項が

すべて記述されているか。 

・システムの動作において想定可能

なあらゆるコンテキストに対して、その

条件下でのソフトウェアの振る舞いが

定義されているか。 

・要求事項は一意にしか解釈できな

い記述になっているか。 

 

ソ フ ト ウ

ェ ア ・ ア

ーキテク

チ ャ 設

計 

設 計条 件

の確認 

ソフトウェ

ア要求仕

様書で定

義された

要求の実

現 方 法

（ソフトウ

ェ ア ・ ア

ー キ テ ク

チ ャ ） を

検 討 し 、

ソフトウェ

ア ・ ア ー

キ テ ク チ

ャ設計書

としてまと

める。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

（ 設 計 条

件 確 認 メ

モ） 

ソフトウェアの設計を進めるにあたり、

ソフトウェア要求仕様書（SW105）に

記述された機能要求、非機能要求や

前提とする制約事項などを確認して

おく。 

①ソフトウェア機能要求を確認する。 

・ソフトウェア要求仕様書に記述され

たソフトウェア機能要求の内容をもと

に、どのような機能をソフトウェアとし

て実現することが求められているか

確認する。 

②ソフトウェア非機能要求を確認する 

・ソフトウェア要求仕様書に記載され

たソフトウェア非機能要求を確認す

る。 

③制約条件を確認する。 

・ソフトウェア要求仕様書に記載され

たソフトウェア機能を再考し、それら

の機能を実現するためのソフトウェ

ア・アーキテクチャの実現いう視点か



 
 

42 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

ら、下記のような制約条件も併せて確

認する。 

 ・ ソフトウェア作成条件（使用 OS、

言語など） 

 ・ ハードウェア条件（割込み方式な

ど） 

 ・ 性能条件、稼動環境など 

 ・ 安全性要求 

ソ フ ト ウ ェ

ア 構 成 の

設計 

ソフトウェ

アの構成

および機

能ユ ニッ

ト の 機 能

を設計す

る。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・

（ SW201 ）

ソフトウェ

ア構成設

計書 

・

（ SW202 ）

機能ユニ

ッ ト 設 計

書 

ソフトウェア要求仕様を実現するため

に必要となる、ソフトウェアとしての個

別要素（機能ユニット）を検討し、整

理する。 

①機能ユニットを抽出する。 

・ソフトウェアとして実現する機能を明

確にし、共通する処理などを局所

化、共通化を図りながら機能ユニット

を抽出する。また、機能ユニットの抽

出の際には右に示すようなソフトウェ

ア非機能要求にも十分考慮する。 

・信頼性（リカバリ/データ保証など） 

・保守性（不具合追跡など） 

②機能ユニットを詳細化する。 

・個々の機能ユニットは、ソフトウェア

詳細設計ができるレベル（粒度）まで

構成を詳細化する。 

 

 

ソ フ ト ウ ェ

ア 全 体 の

振 舞 の 設

計 

ソフトウェ

ア全体の

振る舞い

を設計す

る。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

（ SW203 ）

ソフトウェ

ア動作設

計書 

ハードウェアを含めたシステムがどの

ような動的振る舞いをするかを考え、

整理する。 

・システムの振る舞いのなかで、ソフト

ウェアが担う動作を明確にする。 

・ソフトウェア動作の前提となるコンテ

キストを明確にし、ソフトウェア要求仕

様に記載された動作シナリオや動作

シーケンスを検討する。特に具体的

な動作に伴うシステムとしての動作シ

ーケンス上の操作性も考慮する。特

に組込みソフトウェアでは下記の事

項を考慮する。 

・ 並行処理動作：ハード割込み動

作、タスク・プライオリティと並行処理/

タスク遷移など。 

・ 異常・例外発生：過負荷、ハード障

害など。 

・ データ処理の流れ：入力から出力

までのデータ処理過程 



 
 

43 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

インタフェ

ー ス の 設

計 

機能ユニ

ット間のイ

ン タ フ ェ

ースを設

計する。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

（ SW204 ）

ソフトウェ

ア・インタ

フ ェ ー ス

設計書 

ソフトウェアを構成する機能ユニット

間のインタフェースを設計する。 

①メモリー・レイアウトを設計する。 

・メモリ全体のレイアウトを設計する。 

②メモリ空間・領域を詳細化する 

・ソフトウェアとして利用する各領域の

詳細を決める。 

・領域全体の名称/構成/サイズを決

める。 

・領域内フィールドの名称/ 位置/ 

形式/サイズ/意味/初期値/アクセス

元など。 

③機能ユニット間インタフェースを設

計する。 

・呼び出し手順、パラメータ、復帰情

報等を設計する。 

④共通情報を一元化、論理値化す

る。 

・変更に対して修正負荷の高い情報

は、一元化し、かつ論理値化してお

く。 

・テーブル・オフセット 

・共通定数など。 

性 能 ／ メ

モ リ 使 用

量 の 見 積

り 

性 能 条

件、メモリ

量条件を

検 討 し 、

性 能 、 メ

モ リ 使用

量を見積

もる。 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SW201）ソ

フトウェア構

成設計書 

・（SW203）ソ

フトウェア動

作設計書 

・（SW204）ソ

フトウェア・イ

ンタフェース

設計書 

・（性能試

算資料） 

・ （ メ モ リ

使用試算

資料） 

①性能を見積もる。 

･正確で、最悪条件での性能を見積

もるようにする。 

・クリティカルな要素は実測に基づく

データを参考にする。 

・過負荷時のシステム全体のスルー

プットを算出する。 

②メモリ使用量を見積もる。 

・過負荷時のスタックなど漏れのない

ように見積もる。 

・プログラム・コード部とテーブル、バ

ッファ等のデータ部の両者 

・動的な観点での見積もり 

・ROM、RAM（SRAM を含む）、キャッ

シュなどすべて 

・必要により、ハードディスクなど他の

ハードリソースについても見積もる。 

ソ フ ト ウ ェ

ア・アーキ

テクチャ設

計 書 の 作

成 

ソフトウェ

ア ・ ア ー

キ テ ク チ

ャ設計の

事項を整

理し、ソフ

トウェア・

・（SW201）ソ

フトウェア構

成設計書 

・ （ SW202 ）

機能ユニット

設計書 

・（SW203）ソ

（ SW205 ）

ソフトウェ

ア・アーキ

テ ク チ ャ

設計書 

（SW201）～（SW204）の成果を取りま

とめてソフトウェア・アーキテクチャ設

計書（SW205）を作成する。 

・ソフトウェア・アーキテクチャ設計の

過程で出力された資料を整理・体系

化して文書化する。 

・内部確認、共同レビュー等での指
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

アーキテ

ク チ ャ 設

計 書 と し

て ま と め

る。 

フトウェア動

作設計書 

・（SW204）ソ

フトウェア・イ

ンタフェース

設計書 

・（性能試算

資料） 

・（メモリ使用

試算資料） 

 

 

 

 

摘事項が適切に反映されていること

も確認する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア・アーキ

テクチャ設

計 書 の 内

部確認 

ソフトウェ

ア ・ ア ー

キ テ ク チ

ャ設計が

ソフトウェ

アの要求

事項を満

た し 、 か

つ、機器

/システム

と し て の

動作がシ

ス テ ム仕

様を満た

し て い る

か 確 認

し 、 内 部

確認レポ

ートとして

まとめる。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW201）ソ

フトウェア構

成設計書 

・ （ SW202 ）

機能ユニット

設計書 

・（SW203）ソ

フトウェア動

作設計書 

・（SW204）ソ

フトウェア・イ

ンタフェース

設計書  

他 

（ SW206 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ ソ フ ト ウ

ェア・アー

キ テ ク チ

ャ設計） 

①ソフトウェア・アーキテクチャ設計書

（SW205）の内容が適切であるかどう

かを確認する。確認結果は内部確認

レポート（SW206）として整理し、確認

作業で指摘された問題およびその対

応元を明記した上で関係者に配布

する。 

・構成要素である機能ユニットの集合

が、システム要求、ソフトウェア要求を

正しく実現できるかを確認する。 

・機能ユニットの機能の明確性・妥当

性 

・機能ユニットの集合として振る舞い

の明確性・妥当性 

・機能ユニット間のインタフェースの

明確性・妥当性 

・ソフトウェア非機能要求を十分に反

映し、運用/テスト/保守の実現が可

能かを評価する。 

・使用者のレベルを考慮した分かりや

すさと安全性が考慮されているか。 

・稼動状態（性能、負荷ピーク、長時

間稼動）の考慮がされているか。 

・テスト/ 保守性の容易性が考慮さ

れているか。 

②機能ユニットの詳細化設計を確認

する。 

・下記の基準を考慮して、個別のソフ

トウェア・アーキテクチャ設計を評価

する。 

・機能、インタフェース、振る舞いの

妥当性 

・具体化レベルと詳細設計の実現可
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

能性 

・設計標準への準拠（設計手法/表

記法/用語/分かりやすさ/名称の体

系化） 

・既存ソフトウェア/ 市販ソフトウェア/

オープンソフトウェアを利用する場合

の十分な調査 

・他プラットフォームへの移植性、機

能拡張性の容易性 

③ソフトウェア要求との対応（トレーサ

ビリティ）が取れているか確認する。 

 

 

 

ソ フ ト ウ ェ

ア・アーキ

テクチャ設

計 書 の 共

同レビュー 

ソフトウェ

ア ・ ア ー

キ テ ク チ

ャ設計書

の共同レ

ビュー*を

実 施 し 、

ソフトウェ

ア要求事

項の実現

方法の妥

当性をス

テ ー ク ホ

ルダー間

で確認す

る。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・ （ SW206 ）

内部確認レ

ポート（ソフト

ウェア・アー

キテクチャ設

計 

・（SU801）

共 同 レ ビ

ュー記録

（ ソ フ ト ウ

ェア・アー

キ テ ク チ

ャ設計） 

・

（ SW207 ）

ソフトウェ

ア・アーキ

テ ク チ ャ

設計共同 

レ ビ ュ ー

報告書 

①プロジェクト計画に従い関係者全

員により、機器/システムとしてのソフ

トウェア・アーキテク 

チャ設計の妥当性を確認する。 

・レビューでは特に下記の点を考慮

する。 

・ソフトウェア要求の実現可能性と要

求の変更点/制限の明確性 

・保守/セキュリティを含めた実運用

への対応性 

・後工程へのスムーズな移行性 

・ハードウェアを含めたプロジェクト計

画/標準/ 規約の遵守（スケジュー

ル、ドキュメント、品質記録、技法/手

法） 

②調整課題発生時には共同レビュ

ーを開催する。 

・アーキテクチャ設計中に発生した、

他の開発グループに跨る問題の解

決を図る場合に開催する。 

・設計遅れ、手戻りの発生を避けるべ

く、発生した問題の早期解決を図るこ

とに重点を置く。 

③レビューの記録をもとに、共同レビ

ュー報告書を作成する。 

・レビュー報告にはレビューの指摘事

項やその対応についても明記し、関

係するステークホルダーに配布す

る。 

ソ フ ト ウ

ェ ア 詳

細設計 

プログラム

ユニット分

割 

機能ユニ

ットをプロ

グ ラ ム ユ

ニ ッ ト に

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SW205）ソ

（ SW301 ）

プ ロ グ ラ

ムユニット

機 能 / 構

・機能ユニットをプログラムユニットに

分割し、プログラムユニットの構成と

各々の機能を定義する。 

・プログラムユニットは、実装・コンパ
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

分 割 す

る。 

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

成設計書 イルおよび単体テストを実施する最

小レベルまで分割する。 

プログラム

ユニット設

計 

プ ロ グ ラ

ムユニット

の処理内

容 を 、 実

装可能な

レベルま

で詳細化

する。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW301）プ

ログラムユニ

ット機能/構

成設計書 

（ SW302 ）

プ ロ グ ラ

ムユニット

設計書 

①プログラムユニットの処理内容を実

装可能なレベルまで詳細化する。 

詳細化すべき事項としては、以下の

ようなものがある。 

・ハードウェア制御方法、タイミング、

設定値 

・OS システムコール、利用機能（汎用

ライブラリ、共通機能等）の引数値 

・高速化が必要な処理は、その条件

と手法 

・状態管理（状態遷移表等で、入力イ

ベントに対してソフトウェアの振る舞

いを決定するための状態を管理す

る） 

・エラー処理 

・リソース定義（ユニット内で使用する

リソース） 

・システム初期化処理 

②不具合を解析する際に利用する

機能もプログラムユニットとして詳細

内容を検討する。 

設計する事項としては、以下のような

ものがある。 

・ハードウェア制御時の状態（特にエ

ラー発生時の情報） 

・ソフトウェア実行状態の確認 

インタフェ

ー ス の 詳

細化 

機能ユニ

ッ ト 間 お

よ び プ ロ

グ ラ ム ユ

ニ ッ ト 間

の イ ン タ

フ ェ ー ス

を 、 実 装

可能なレ

ベルまで

詳細化す

る。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW302）プ

ログラムユニ

ット設計書 

（ SW303 ）

プ ロ グ ラ

ム ユ ニ ッ

ト ・ イ ン タ

フ ェ ー ス

設計書 

ソフトウェアを構成する個々の機能ユ

ニット、プログラムユニットそれぞれの

間のインタフェースを詳細に定義す

る。 

①機能ユニット間インタフェースを詳

細化する。 

・アーキテクチャ設計で定義されたイ

ンタフェース仕様を実装可能なレベ

ルまで詳細化する。 

以下について、構造、サイズ、意味、

初期値を明確にする。 

・機能ユニットの入力 

・機能ユニットの出力 

・参照・設定するメモリ（テーブル、バ

ッファ等） 

②プログラムユニット間インタフェース

を設計する。 

・インタフェースを実装可能なレベル
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

まで詳細化する。以下について、構

造、サイズ、意味、初期値を明確に

する。 

・プログラムユニットの入力 

・プログラムユニットの出力 

・参照・設定するメモリ（テーブル、バ

ッファ等） 

 

 

 

メモリ量の

見積り 

メ モ リ 量

の詳細見

積 も り を

行い、実

装可能か

否か確認

する。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW301）プ

ログラムユニ

ット機能/構

成設計書 

・（SW302）プ

ログラムユニ

ット設計書 

・（SW303）プ

ログラムユニ

ット・インタフ

ェ ー ス 設 計

書 

（ SW304 ）

メ モ リ 使

用 量 （ メ

モ） 

・ソフトウェアの実現に際して必要とな

るメモリ量を見積もる。 

①メモリ量の詳細を見積もる。 

・メモリの詳細な使用量を見積もる。

見積もりはメモリ種別ごとに算出する

（ROM、RAM、スタックエリア等）。 

②実装可否を確認する。 

・メモリ種別ごとに実装可能か否か確

認する。容量を超える場合は詳細設

計の見直し、またはメモリ量の変更を

ハードウェア開発側と検討する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 詳 細 設

計 書 の 作

成 

ソフトウェ

ア詳細設

計の事項

を 整 理

し、ソフト

ウ ェ ア 詳

細設計書

としてまと

める。 

・（SW301）プ

ログラムユニ

ット機能/構

成設計書 

・（SW302）プ

ログラムユニ

ット設計書 

・（SW303）プ

ログラムユニ

ット・インタフ

ェ ー ス 設 計

書 

・（SW304）メ

モ リ 使 用 量

（メモ） 

・ （ SW309 ）

ハードウェア

仕 様 と の 整

合性確認結

果 レ ポ ー ト

（ 指 摘 事 項

（ SW305 ）

ソフトウェ

ア詳細設

計書 

・（SW301）～（SW304）の成果を取り

まと め てソ フト ウェ ア 詳細 設計 書

（SW305）を作成する。 

・ソフトウェア詳細設計の過程で出力

された資料を整理・体系化して文書

化する。 

・内部確認、ハードウェア仕様との整

合性の確認等での指摘事項が適切

に反映されていることも確認する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

反 映 の 場

合） 

ソ フ ト ウ ェ

ア 詳 細 設

計 書 の 内

部確認 

ソフトウェ

ア詳細設

計 が ソ フ

トウェア・

アーキテ

ク チ ャ の

設計事項

を 満 た

し、かつ、

実装可能

なレベル

か 確 認

し 、 内 部

確認レポ

ートとして

まとめる。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

（ SW306 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ ソ フ ト ウ

ェ ア 詳 細

設計） 

①下記の視点でソフトウェア詳細設

計書の内容を確認する。 

・個々のユニットの切り分けの正しさ、

および各ユニットの処理内容の明確

さ 

・ユニット間のインタフェース情報の

整合性 

・個々のユニットとハードウェアとの関

係 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SW306）として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

ハードウェ

ア 仕 様 と

の 整 合 性

の確認 

ソフトウェ

アおよび

ハ ー ド ウ

ェア両方

の側面か

ら仕様の

整合がと

れている

か 確 認

し 、 整 合

性確認結

果レポー

トとしてま

とめる。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

（ SW307 ）

ハ ー ド ウ

ェ ア 仕 様

と の 整 合

性確認結

果レポー

ト 

ハードウェアおよびソフトウェア双方

の仕様を提示し、仕様の整合がとれ

ているか確認する。 

確認結果はハードウェア仕様との整

合性確認結果レポート（SW307）とし

て整理し、確認作業で指摘された問

題およびその対応元を明記した上で

関係者に配布する。 

実 装 お

よ び 単

体テスト 

実 装 の 準

備 

再利用す

る プ ロ グ

ラムや開

発環境な

どを準備

し、プログ

ラ ム ユ ニ

ッ ト の 実

装が実施

可能な状

態 に す

る。 

再利用する

プログラムユ

ニット 

（SU1002）

ソフトウェ

ア開発環

境 

①再利用するプログラムユニットを準

備する。 

・開発済みのプログラムユニットを利

用する場合は、該当するプログラム

ユニットを用意し、利用可能状態にあ

るか確認する。 

②開発環境を準備する。 

・プログラムユニットを実装するための

開発環境を準備する。 

単体テスト

の準備 

単体テス

ト仕 様書

を 作 成

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

・

（ SW401 ）

単 体テ ス

単体テストを実施するための下記①

～④を準備する。 

①単体テスト項目を準備する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

し 、 単 体

テ ス ト が

実施可能

な状態に

する。 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

ト仕様書 

・

（ SW402 ）

単 体テ ス

トデータ 

・

（ SW403 ）

内部確認

メモ（単体

テ ス ト 仕

様） 

・ソフトウェア詳細設計書（SW305）に

定義された処理が、正しく実現されて

いるか否かを確認するためのテスト

項目を準備し、テスト仕様書としてま

とめる。テスト項目として準備すべき

項目としては、以下のようなものがあ

る。 

・機能テスト 

・条件網羅テスト/データ境界値テス

ト 

②テストデータを準備する。 

・①で準備したテスト項目を実行する

ために必要となるテストデータ（具体

的な入力データなど）を作成する。 

③スタブ/テストドライバ（擬似ソフトウ

ェア）を作成する。 

・テスト対象の機能ユニットを動作さ

せるため、必要に応じてスタブ/テスト

ドライバを作成する。 

④テスト結果の判定基準や、テスト全

体の評価基準や完了基準なども用

意しておく。 

⑤修正確認テスト項目を準備する

（修正確認の場合）。 

・テストで不具合などが検出され、そ

の部分を修正した場合、不具合が解

消されたこと、また修正により別の不

具合が発生していないことを確認す

るためのテスト項目を準備する。 

・不具合の内容および修正内容など

を考慮し、テスト範囲を決定しテスト

項目を選択する。 

実 装 の 実

施 

プ ロ グ ラ

ムユニット

を実装す

る。 

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・（SU601）不

具合管理票

（ 不 具 合 修

正の場合） 

（ SW404 ）

プ ロ グ ラ

ムユニット 

①プログラムユニットを実装する。 

・ソフトウェア詳細設計書に基づいて

プログラムユニットを実装する。 

・コンパイルを実行して、文法上の誤

りがあれば修正する。 

②利用プログラムユニットを確認す

る。 

・既存のソフトウェア資産や商用のソ

フトウェアなどを利用する場合には、

それらのソースコードなどを確認し、

利用する範囲を決める。 

③不具合を修正する。 

・ソースコードの確認やテストなどで

不具合が検出された場合には、不具

合管理票を確認してプログラムユニッ
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

トの不具合を修正する。 

単体テスト

の実施 

単体テス

ト仕 様書

に 従 っ

て 、 単体

テ ス ト を

実 施 す

る。 

・ （ SW401 ）

単体テスト仕

様書 

・ （ SW402 ）

単体テストデ

ータ 

・（SW404）プ

ログラムユニ

ット 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

（ SW405 ）

単 体テ ス

ト結果（メ

モ） 

①単体テストを実施する。 

・単体テスト仕様書（SW401）をもと

に、単体テストを実施し、出力結果を

得る。 

・代替テストを実施した場合は、理由

を明記した上で記録を残す。 

・不具合検出時、継続して残りのテス

トを実施するか、不具合が修正される

までペンディングするかの判断をす

る。 

・出力結果を収集する（各種ログな

ど）。 

・準備したテスト項目が実施できなか

った場合は、理由を明記した上で記

録を残す。また、その理由の妥当性

について判断する。 

②修正確認テストを実施する。 

・単体テストなどで検出された不具合

を修正した場合には、不具合が解消

されたかテストを実施する。 

・不具合の修正により、別の不具合が

発生していないかテストを実施する。 

単体テスト

の 結 果 確

認 

テ ス ト 結

果を確認

し、テスト

の合否を

判 定 す

る。 

・ （ SW401 ）

単体テスト仕

様書 

・ （ SW405 ）

単体テスト結

果（メモ） 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

・

（ SW406 ）

単 体テ ス

ト報告書 

・（SU601）

不具合管

理票 

①単体テスト結果を確認する。 

・テスト結果を確認して、実施したテ

スト項目の合否を判定する。 

・修正確認テストの結果、不具合が解

消された場合は、修正確認が済んだ

ことを不具合管理票に記録する。 

②不具合記録を作成する。 

・不具合を発見した場合、不具合管

理票に不具合内容を記録する。 

ソースコー

ドの確認 

ソフトウェ

ア詳細設

計書に書

かれてい

る機能を

実現する

上で正し

く実装（コ

ー デ ィ ン

グ）されて

いるか確

認する。 

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

・（SW404）プ

ログラムユニ

ット 

（ SW407 ）

内部確認

メモ（ソー

スコード） 

個々のプログラムユニットを実現する

ソースコードが正しく実装されている

かどうかを確認する。 

・ソフトウェア詳細設計書に書かれて

いる機能が実現できるか確認する。 

・部門で採用しているコーディング作

法やコーディング規約などとつき合

わせて確認する。確認すべき事項と

しては、以下のようなものがある。 

・高速化が要求されている処理は、

要求が実現できるコードになっている

か。 

・メモリ制約に応じた最適化を実現す

る手法を用いているか。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

・読みやすい、テストしやすいコーデ

ィングになっているか。 

・コーディング規約等を守っている

か。 

・コメントを記入して処理内容が分か

るようにしているか。 

・不具合修正の場合は、修正履歴、

修正内容が分かるようにしているか。 

単体テスト

の 終 了 判

定 

単体テス

ト で 未 解

決の問題

や未実施

の テ ス ト

項目がな

いか確認

し 、 内 部

確認レポ

ートとして

まとめる。 

・（SW305）ソ

フトウェア詳

細設計書 

・ （ SW401 ）

単体テスト仕

様書 

・ （ SW403 ）

内 部 確 認 メ

モ（単体テス

ト仕様） 

・ （ SW406 ）

単体テスト報

告書 

・ （ SW407 ）

内 部 確 認 メ

モ（ソースコ

ード） 

・（SU601）不

具合管理票 

（ SW408 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（実装・単

体テスト） 

①下記の視点で単体テストの結果を

確認する。 

・未解決となっている問題がないか。

未解決となっている問題がある場合

は、問題の内容を 

確認して早急に対応すべきか、次テ

ストフェーズに持ち越すべきかを判

断する。 

・未実施となっているテスト項目がな

いか。未実施となっているテスト項目

がある場合は、未実施となった理由

を確認して対応を検討する。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SW408）として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

ソ フ ト ウ

ェ ア 結

合テスト 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 の

準備 

結合する

プ ロ グ ラ

ムユニット

および結

合環境を

用 意 す

る。 

・（SW404）プ

ログラムユニ

ット 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

（SU1002）

ソフトウェ

ア 

開発環境

（make フ

ァ イ ル な

ど） 

ソフトウェア結合の準備をする。 

・結合するプログラムユニットを用意

する。 

・ソフトウェアを結合するためのコンパ

イル、リンク環境などを準備（make フ

ァイルの作成など）をする。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 テ

ストの準備 

ソフトウェ

ア結合テ

ス ト が 実

施可能な

状態にす

る。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

・

（ SW501 ）

ソフトウェ

ア結合テ

ス ト 仕 様

書 

・

（ SW502 ）

ソフトウェ

ア結合テ

ストデータ 

・

（ SW503 ）

ソフトウェア結合テストを行うための、

下記①～④を準備する。 

①結合テスト項目を準備する。 

・ソフトウェア・アーキテクチャ設計書

で定義された機能が、正しく実現され

ているか否かを確認するためのテスト

項目を準備し、テスト仕様書としてま

とめる。テスト項目として準備すべき

項目としては、以下のようなものがあ

る。 

 ・ 機能テスト 

 ・ 条件網羅テスト 

 ・ データ境界値テスト 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

内部確認

メモ（ソフ

トウェア結

合 テ ス ト

仕様） 

 ・ プログラムユニット間および機能

ユニット間のインタフェーステスト 

②テストデータを作成する。 

・①で準備したテスト項目を実行する

ために必要となるテストデータ（具体

的な入力データなど）を作成する。 

③スタブ/テストドライバ*（擬似ソフト

ウェア）を作成する。 

・当該ソフトウェアを構成する一部の

ユニットから結合し動作確認する場

合には、スタブ/テストドライバなどを

用意しコンパイル＆リンクし動作可能

な状態を作り上げる。 

④テスト結果の判定基準や、テスト全

体の評価基準や完了基準なども用

意しておく。 

⑤修正確認テスト項目を準備する

（修正確認の場合）。 

・結合テストにおいて不具合が検出さ

れて修正を行った場合には、その不

具合が解消された 

こと、また修正により別の不具合が発

生していないことを確認するためのテ

スト項目を準備する。 

・不具合の内容により、テスト範囲を

決定しテスト項目を選択する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア結合 

プ ロ グ ラ

ムユニット

を結合す

る。 

・（SW404）プ

ログラムユニ

ット 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

（ SW504 ）

機能ユニ

ット 

コンパイルとリンクを実行して、プログ

ラムユニットを結合する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 テ

ストの実施 

ソフトウェ

ア結合テ

ス ト 仕 様

書に従っ

て 、 結合

テ ス ト を

実 施 す

る。 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・ （ SW504 ）

機能ユニット 

・（SW501）ソ

フトウェア結

合テスト仕様

書 

・（SW502）ソ

フトウェア結

（ SW505 ）

ソフトウェ

ア結合テ

スト結果 

①ソフトウェア結合テストを実施する。 

・ ソ フ ト ウ ェ ア 結 合 テ ス ト 仕 様 書

（SW501）をもとに、ソフトウェア結合

テストを実施し、出力結果を得る。 

・代替テストを実施した場合は、理由

を明記した上で記録を残す。 

・不具合検出時、継続して残りのテス

トを実施するか、不具合が修正される

までペンディングするかの判断をす

る。 

・出力結果を収集する（各種ログな
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

合テストデー

タ 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

ど）。 

・準備したテスト項目が実施できなか

った場合は、理由を明記した上で記

録を残す。また、その理由の妥当性

について判断する。 

②修正確認テストを実施する。 

・不具合が解消されたかテストを実施

する。 

・不具合の修正により、別の不具合が

発生していないかテストを実施する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 テ

スト結果の

確認 

テ ス ト 結

果を確認

し、テスト

の合否を

判 定 す

る。 

・（SW501）ソ

フトウェア結

合テスト仕様

書 

・（SW505）ソ

フトウェア結

合テスト結果 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

・

（ SW506 ）

ソフトウェ

ア結合テ

ス ト 報 告

書 

・（SU601）

不具合管

理票 

①ソフトウェア結合テスト結果を確認

する。 

・テスト結果を確認して、実施したテ

スト項目の合否を判定する。 

・修正確認テストの結果、不具合が解

消された場合は、修正確認が済んだ

ことを不具合管理票に記録する。 

②不具合記録を作成する。 

不具合を発見した場合、不具合管理

票に不具合内容を記録する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 テ

スト結果の

内部確認 

ソフトウェ

ア結合テ

ス ト で 未

解決の問

題や未実

施のテス

ト 項 目 が

ないか確

認 し 、 内

部確認レ

ポートとし

て ま と め

る。 

・（SW205）ソ

フトウェア・ア

ーキテクチャ

設計書 

・（SW501）ソ

フトウェア結

合テスト仕様

書 

・ （ SW503 ）

内 部 確 認 メ

モ 

・（ソフトウェ

ア結合テスト

仕様） 

・（SW506）ソ

フトウェア結

合テスト報告

書 

・（SU601）不

具合管理票 

（ SW507 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ ソ フ ト ウ

ェ ア 結 合

テスト） 

①下記の視点でソフトウェア結合テス

トの結果を確認する。 

未解決となっている問題がないか。

未解決となっている問題がある場合

は、問題の内容を確認して早急に対

応すべきか、次テストフェーズに持ち

越すべきかを判断する。 

・未実施となっているテスト項目がな

いか。未実施となっているテスト項目

がある場合は、未実施となった理由

を確認して対応を検討する。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SW408）として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

ソ フ ト ウ

ェ ア 総

合テスト 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

スト仕様書

の作成 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト 仕 様

書を作成

する。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・テスト仕様

書作成に必

要 な 情 報

（ SW601 ）

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト 仕 様

書 

ソフトウェア要求仕様書をもとにソフト

ウェア総合テスト仕様書を作成する。 

・ソフトウェア要求仕様書に書かれた

内容が正しく実現されているか確認

するためのテスト項目を準備する。テ

スト項目としては、ソフトウェアの機能
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

（成果物） 要求、非機能要求などを網羅する形

で準備する。 

・個々のテスト項目に関する合否判

定の基準を明確にしておく。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

ストの準備 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト を 実

施するた

めに必要

な テ ス ト

データや

テ ス ト 環

境を準備

する。 

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

・ （ SW504 ）

実行可能形

式 化 さ れ た

最 終のソ ー

スコード 

・（SU601）不

具合管理票 

（ 修 正 確 認

の場合） 

・

（ SW602 ）

実機 

・

（ SW603 ）

ソフトウェ

ア総合テ

ストデータ 

総合テストの実施に必要なテストデ

ータ、テスト環境などを準備する。 

①テストデータを作成する。 

・6.1.1 で準備したテスト項目を実行

するために必要となるテストデータ

（具体的な入力データなど）を作成す

る。 

②テスト環境を準備する。 

・ソフトウェア総合テストに必要なテス

ト環境を準備する。 

・テスト治具（通信ターゲット等）を作

成する。 

・シミュレーションソフトを作成する。 

・ソースコードを実行可能形式に変換

し、半導体メモリに書き込む。 

・メモリや回路などを実装し、実環境

で動作させるための実機（あるいは

試作機）を調達する。 

③テスト結果の判定基準や、テスト全

体の評価基準や完了基準なども用

意しておく。 

④修正確認テスト項目を準備する

（修正確認の場合）。 

・不具合が解消されたこと、また修正

により別の不具合が発生していない

ことを確認するためのテスト項目を準

備する。 

・不具合の内容により、テスト範囲を

決定しテスト項目を選択する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

スト仕様書

の 内 部 確

認 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト 仕 様

書を確認

する。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

（ SW604 ）

内部確認

メモ（ソフ

トウェア総

合 テ ス ト

仕様） 

作成したソフトウェア総合テスト仕様

書を確認する。 

・ ソ フ ト ウ ェ ア 総 合 テ ス ト 仕 様 書

（SW601）に記載されたテスト項目

が、ソフトウェア要求仕様書（SW105）

に定義された機能要求、非機能要求

を検証する項目となっているかを開

発グループ内で確認する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

ストの実施 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト 仕 様

書に従っ

て、テスト

を実施す

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

・（SW603）ソ

フトウェア総

（ SW605 ）

ソフトウェ

ア総合テ

スト結果 

ソフトウェア総合テスト仕様書に従い

テストを実施する。 

①ソフトウェア総合テストを実施する。 

・ ソ フ ト ウ ェ ア 総 合 テ ス ト 仕 様 書

（SW601）をもとに、ソフトウェア総合

テストを実施し、出力結果を得る。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

る。 合テストデー

タ 

・ （ SW602 ）

実機 

・ （ SU1002 ）

ソフトウェア

開発環境 

・代替テストを実施した場合は、理由

を明記した上で記録を残す。 

・不具合検出時、継続して残りのテス

トを実施するか、不具合が修正される

までペンディングするかの判断をす

る。 

・出力結果を収集する（各種ログな

ど）。 

・準備したテスト項目が実施できなか

った場合は、理由を明記した上で記

録を残す。また、その理由の妥当性

について判断する。 

②修正確認テストを実施する。 

・不具合が発生し、それを修正した場

合の確認として、不具合が解消され

たかテストを実施する。 

・不具合の修正により、別の不具合が

発生していないかテストを実施する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

スト結果の

確認 

テ ス ト 結

果を確認

し、テスト

の合否を

判 定 す

る。 

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

・ （ SW504 ）

実行可能形

式 化 さ れ た

最 終のソ ー

スコード 

・（SW605）ソ

フトウェア総

合テスト結果 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

の場合） 

・

（ SW606 ）

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト 報 告

書 

・（SU601）

不具合管

理票 

ソフトウェア総合テストの結果を確認

し、実施したテスト項目の合否を判定

する。 

・不具合を発見した場合、不具合管

理票に不具合内容を記録する。 

・修正確認テストの結果、不具合が解

消された場合は、修正確認が済んだ

ことを不具合管理票に記録する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 総 合 テ

スト結果の

内部確認 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト で 未

解決の問

題や未実

施のテス

ト 項 目 が

ないか確

認 し 、 内

部確認レ

ポートとし

て ま と め

る。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

・ （ SW604 ）

内 部 確 認 メ

モ（ソフトウェ

ア総合テスト

仕様） 

・（SW606）ソ

（ SW607 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（ ソ フ ト ウ

ェ ア 総 合

テスト） 

①下記の視点でソフトウェア総合テス

ト結果を確認する。 

・未解決となっている問題がないか。

未解決となっている問題がある場合

は、問題の内容を確認して早急に対

応すべきか、次テストフェーズに持ち

越すべきかを判断する。 

・未実施となっているテスト項目がな

いか。未実施となっているテスト項目

がある場合は、未実施となった理由

を確認して対応を検討する。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SW607）として整理し、確認作業で
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

フトウェア総

合テスト報告

書 

・（SU601）不

具合管理票 

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

ソ フ ト ウ ェ

ア 開 発 の

完了確認 

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト の 結

果報告書

を も と に

共同レビ

ューを実

施し、ソフ

ト ウ ェ ア

開発部門

と し て の

最終的な

合否の判

定をする

とともに、

製品シス

テ ム 部

門、製品

審査に必

要な情報

を整理す

る。 

・（SW105）ソ

フトウェア要

求仕様書 

・（SW601）ソ

フトウェア総

合テスト仕様

書 

・（SW606）ソ

フトウェア総

合テスト報告

書 

・ （ SW607 ）

内部確認レ 

ポート（ソフト

ウ ェ ア 総 合

テスト） 

・（SU101）プ

ロジェクト計

画書 

・（SU601）不

具合管理票 

・（SU801）

共 同 レ ビ

ュー記録

（ ソ フ ト ウ

ェ ア 総 合

テスト） 

・（SU103）

プロジェク

ト 完 了 報

告書（ソフ

トウェア開

発） 

 

以下の手順で総合テストの結果に関

する共同レビューを実施し、完了報

告書を作成する。 

①ソフトウェア開発に関係するステー

クホルダー（企画部門担当者、ソフト

ウェア開発者、ハードウェア開発者、

システム評価者、製造担当者など）を

集めソフトウェアの最終的な合否判

定をする。 

レビューでは特に下記の点を考慮す

る。 

・ソフトウェアとして想定される利用

者、利用環境下で期待される機能要

求が確実に保証されていることを確

認する。 

・求められる非機能要求が確実に保

証されていることを確認する。 

・ソフトウェア開発に関しての残件が

ないことを確認する。 

・ソフトウェア総合テストにおける不具

合検出数、修正数、重大不具合の検

出数、修正数などの指標を用いて品

質面での問題がないことを確認す

る。 

・ソフトウェア総合テスト以前に実施さ

れたレビューなどにおけるすべての

指摘事項について、適切な対応がと

られていることを確認する。 

②レビューの記録をもとに、完了報告

書を作成する。 

完 了 報 告 書 の 作 成 に つ い て は

「SUP1.4 プロジェクト完了報告書の

作成」を参照のこと。 

完了報告書は、ソフトウェア開発関係

者のみだけでなく、ハードウェア開発

関係者やシステム全体のとりまとめ関

係者にも配布する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

システム 

結 合 テ

スト 

シ ス テ ム

結 合 の 準

備 

ソフトウェ

ア開発で

ソフトウェ

ア総合テ

ス ト を 終

えたソフト

ウ ェ ア と

製品に用

い ら れ る

実 機 （ ハ

ー ド ウ ェ

ア ） を 結

合 し て 、

最終的な

シ ス テ ム

と し て 仕

上げるた

めの準備

をする。 

・実機 

・テスト済み

のソフトウェ

ア 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

（ROM に

インストー

ル さ れ た

ソフトウェ

アなど） 

①システムを実現するために必要と

なる実機（ハードウェア）を用意する。 

②ソフトウェア総合テストを終了したソ

フトウェアを用意する。 

③上記ソフトウェアを製品中のコンピ

ュータで動作可能な状態にしておく。 

シ ス テ ム

結合テスト

の準備 

最終的に

シ ス テ ム

と し て 結

合する際

の結合テ

ストを行う

ための準

備 を す

る。 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SU601）不

具合管理票 

・（修正確認

の場合） 

・（SY301）

シ ス テ ム

結 合テ ス

ト仕様書 

・（SY302）

シ ス テ ム

結 合テ ス

トデータ 

・（SY303）

内部確認

メモ 

・（システ

ム結合テ

スト仕様） 

①システム結合の段階で確認すべき

事項をリストアップし、結合テストのテ

スト項目を作成する。 

②ソフトウェアとハードウェアを結合し

た場合のインタフェース部分につい

てもテスト項目を考える。 

③システムで実現するすべての機能

について、結合したシステムにおい

てそれらの機能の動作が実現できて

いることを確認するためのテスト項目

を考える。 

④上記のテスト項目を実施するため

のテストデータを作成する。あわせて

テスト結果の判定基準や、テスト全体

の評価基準や完了基準なども用意し

ておく。 

⑤上記のテスト項目、およびテストデ

ータなどを整理し、システム結合テス

ト仕様書を作成する。 

⑥修正確認テスト項目を準備する

（修正確認の場合）。 

・システム結合テストにおいて不具合

が検出されて修正を行った場合に

は、その不具合が解消されたこと、ま

た修正により別の不具合が発生して

いないことを確認するためのテスト項

目を準備する。 

・不具合の内容により、テスト範囲を
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

決定しテスト項目を選択する。 

シ ス テ ム

結合テスト

の実施 

実機と実

機に搭載

可能な形

式にした

ソフトウェ

アを結合

し 、 結 合

テ ス ト を

実 施 す

る。 

・テスト済み

のソフトウェ

ア 

・実機 

・（SY301）シ

ス テ ム 結 合

テスト仕様書 

・（SY302）シ

ス テ ム 結 合

テストデータ 

・（SU601）不

具合管理票 

・（修正確認

の場合） 

・（SY304）

結合済み

の シ ス テ

ム 

・（SY305）

シ ス テ ム

結 合テ ス

ト結果 

①製品に搭載可能な形式にしたソフ

トウェアを実機（ハードウェア）に組み

込む。 

②システム結合テスト仕様書に記載

されたテスト項目に従い、順次、シス

テム結合に関する動作確認を行う。 

・代替項目やデータを用いてテストし

た場合にも、その理由を明記した上

で記録に残す。 

・準備したテスト項目が実施できなか

った場合には、その理由を明記した

上で記録に残す。また、その妥当性

について判断する。 

③修正確認テストを実施する。 

・不具合が解消されたかテストを実施

する。 

・不具合の修正により、別の不具合が

発生していないかテストを実施する。 

シ ス テ ム

結合テスト

結 果 の 確

認 

シ ス テ ム

結合テス

ト の 結 果

を 確 認

し 、 合 否

判定をす

る。 

・（SY301）シ

ス テ ム 結 合

テスト仕様書 

・（SY305）シ

ス テ ム 結 合

テスト結果 

・（SU601）不

具合管理票 

・（修正確認

の場合） 

・（SY306）

シ ス テ ム

結 合テ ス

ト報告書 

・（SU601）

不具合管

理票 

①システム結合テスト仕様書に記載

した合否判定基準などを参考に、最

終的なシステム結合の合否判定を行

う。 

②システム結合テストで検出された不

具合については、ソフトウェア起因の

不具合、ハードウェア起因の不具合

など、不具合の原因箇所の特定を行

い、 不具合管理票に記載する。 

③テスト報告書には 

・テスト方法、テスト環境、利用したツ

ール、データなど。 

・検出した不具合数や重大不具合、

不具合内容の分析 

・テスト完了の判断と根拠 

などを明確に記述する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

シ ス テ ム

結合テスト

結 果 の 内

部確認 

シ ス テ ム

結合テス

ト結 果報

告書の内

容を確認

し 、 シ ス

テム結合

段階での

未解決な

問題の有

無や対応

について

確 認 す

る。 

・（SY205）シ

ステム・アー

キテクチャ設

計書 

・（SY301）シ

ス テ ム 結 合

テスト仕様書 

・（SY303）内

部確認メモ 

・ （ シ ス テ ム

結合テスト仕

様） 

・（SY306）シ

ス テ ム 結 合

テスト報告書 

・（SU601）不

具合管理票 

（ SY307 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（システム

結 合テ ス

ト） 

①下記の視点でシステム結合テスト

結果を確認する。 

未解決となっている問題が確認され

た場合には、 

・ その問題の重要度を評価し、 

・ システム全体としての機能への影

響やシステムの信頼性・安全性に関

わる重大な問題の場合には、 

a. システム開発（ソフトウェア、ハード

ウェア）プロセスへの差し戻し 

b. システム利用条件面などでの制

約の付与 

c. リリース計画の見直し 

などを検討し、具体的な対策を実施

する。 

・未実施となっているテスト項目がな

いか。未実施となっている場合は、未

実施となった理由を確認して対応を

検討する。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SY307） として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

システム

テスト 

システムテ

スト仕様書

の作成 

シ ス テ ム

要求仕様

書 を も と

に製品シ

ス テ ム と

して確認

す べ き こ

と を 洗 い

出 し シ ス

テ ム テ ス

ト仕 様書

を作成す

る。 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・製品マニュ

アル 

・テスト仕様

書に必要な

情 報 （ 成 果

物） 

（ SY401 ）

シ ス テ ム

テ ス ト 仕

様書 

①システムテストでは、開発したシス

テムが実際の製品としてユーザ環境

下で利用されることを想定して、シス

テムテスト仕様書を作成し、さまざま

な視点からのテストを行う。 

システムテストの観点としては以下の

ようなものを考える。 

・マニュアルに記載されている機能、

サービスに関する網羅的なテスト 

・システムの正常動作、非正常動作

に関するテスト 

・システムの連続使用などを考えた耐

久性テスト 

・システムの処理性能などを含むパフ

ォーマンスに関するテスト 

・システムの操作性に関するテスト 

・システムの保守性（オンラインアップ

デートなど）に関するテスト 

・システムのセキュリティ面に関するテ

スト 

・システムの安全性に関するテスト 

・製品が関係する規格、規約、法律、

法規の準拠に関するテスト 

②システムテスト仕様書では、テスト
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

項目、前提となるシステムの動作条

件（状態）、期待されるシステムの動

作などを上記の視点を参考に個々の

項目単位で整理しておく。 

③システムテストの合否判定の基準

を明確にしておく。 

システムテ

ストの準備 

シ ス テ ム

テ ス ト 仕

様書をも

と に シ ス

テ ム テ ス

ト の 準 備

（テストデ

ー タ 、 テ

ス ト 環 境

な ど ） を

する。 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・テスト対象

のシステム 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

テ ス ト の 場

合） 

・（SY402）

シ ス テ ム

テ ス ト デ

ータ 

・（SY403）

シ ス テ ム

テ ス ト 環

境 

①テスト環境を準備する。 

・システムテストでは実際の動作環境

上（実機環境）でシステムを動作させ

ることが基本となるため、実際にシス

テムが利用され動作する環境を用意

しておく。 

②テストデータを用意する。 

・システムテストのテスト項目を実行

するのに必要となるテストデータ（シ

ステムへの入力データやユーザ操作

など）を用意する。 

・システムテストで行うテストの種別な

ども検討しておく。 

・テスト項目によっては、システムの動

作環境（条件）や必要なテストデータ

などが極めて稀なケースも含まれる

ため、必要な環境やデータの準備方

法なども検討しておく。 

③テスト結果の判定基準や、テスト全

体の評価基準や完了基準なども用

意しておく。 

④修正確認テスト項目を準備する

（修正確認の場合）。 

・システム結合テストにおいて不具合

が検出されて修正を行った場合に

は、その不具合が解消されたこと、ま

た修正により別の不具合が発生して

いないことを確認するためのテスト項

目を準備する。 

・不具合の内容により、テスト範囲を

決定しテスト項目を選択する。 

システムテ

スト仕様書

の 内 部 確

認 

シ ス テ ム

テ ス ト 仕

様書を確

認する。 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・テスト対象

・（SY404）

内部確認

メモ 

・（システ

ムテスト仕

様） 

作成したシステムテスト仕様書を確認

する。 

・システムテスト仕様書（SY401）に記

載されたテスト項目が、システム要求

仕様書（SY106）に定義された機能要

求、非機能要求、動作制約を検証す

る項目となっているかを確認する。 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

のシステム 

システムテ

ストの実施 

シ ス テ ム

テ ス ト 仕

様書に従

っ て シ ス

テ ム テ ス

ト を 実 施

する。 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・テスト対象

のシステム 

・（SY402）シ

ステムテスト

データ 

・（SY403）シ

ステムテスト

環境 

（ SY405 ）

シ ス テ ム

テ ス ト 結

果 

システムテスト仕様書に従いテストを

実施する。 

①システムテストを実施する。 

・システムテスト仕様書（SY401）をもと

に、システムテストを実施し、出力結

果を得る。 

・代替テストを実施した場合は、理由

を明記した上で記録を残す。 

・不具合検出時、継続してテストを実

施して残りのテストを実施するか、不

具合が修正されるまでペンディング

するかの判断をする。 

・出力結果を収集する（各種ログな

ど）。 

・準備したテスト項目が実施できなか

った場合は、理由を明記した上で記

録を残す。また、理由の妥当性につ

いて判断する。 

②修正確認テストを実施する。 

・不具合が解消されたかテストを実施

する。 

・不具合の修正により、別の不具合が

発生していないかテストを実施する。 

システムテ

スト結果の

確認 

テ ス ト 結

果を確認

し、テスト

の合否を

判 定 す

る。 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・テスト対象

のシステム 

・（SY405）シ

ステムテスト

結果 

・（SU601）不

具合管理票

（ 修 正 確 認

テ ス ト の 場

合） 

・（SY406）

シ ス テ ム

テ ス ト 報

告書 

・（SU601）

不具合管

理票 

システムテスト結果を確認し、実施し

たテストの各項目の合否を判定す

る。 

・不具合を発見した場合、不具合管

理票に不具合内容を記録する。 

・修正確認テストの結果、不具合が解

消された場合は、修正確認が済んだ

ことを不具合管理票に記録する。 

システムテ

スト結果の

内部確認 

シ ス テ ム

テ ス ト 結

果報告書

の内容を

確 認 し 、

シ ス テ ム

開発の最

終段階で

の未解決

な問題の

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・（SY404）内

（ SY407 ）

内部確認

レ ポ ー ト

（システム

テスト） 

①下記の視点でシステムテスト結果

を確認する。 

・未解決となっている問題が確認され

た場合には、 

・ その問題の重要度を評価し、 

・ システム全体としての機能への影

響やシステムの信頼性・安全性に関

わる重大な問題の場合には、 

a. システム開発（ソフトウェア、ハード

ウェア）プロセスへの差し戻し 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 プ ロ セ ス 入

力 

プ ロ セ ス

出力 

ESPR の確認内容 

有無や対

応につい

て 確 認

し 、 内 部

確認レポ

ートとして

まとめる。 

部 確 認 メ モ

（システムテ

スト仕様） 

・（SY406）シ

ステムテスト

報告書 

・（SU601）不

具合管理票 

b. システム利用条件面などでの制

約の付与 

c. リリース計画の見直しなどを検討

し、具体的な対策を実施する。 

・未実施となっているテスト項目が確

認された場合は、未実施となった理

由を確認して対応を検討する。 

② 確認結 果は内部 確認レポ ート

（SY407） として整理し、確認作業で

指摘された問題およびその対応元を

明記した上で関係者に配布する。 

システムテ

ストの終了

判定 

シ ス テ ム

テ ス ト の

結果報告

書 を も と

に共同レ

ビ ュ ー を

実 施 し 、

製品シス

テム部門

と し て の

最終的な

合否の判

定をする

とともに、

製品審査

に必要な

情報を整

理する。 

・（SY106）シ

ス テ ム 要 求

仕様書 

・（SY401）シ

ステムテスト

仕様書 

・（SY406）シ

ステムテスト

報告書 

・（SY407）内

部確認レポ

ート（システ

ムテスト） 

・（SA104）安

全要求仕様

書 

・（SA201）安

全性テスト仕

様書 

・（SA206）内

部確認レポ

ート（安全性

テスト） 

・（SU101）プ

ロジェクト計

画書 

・（SU601）不

具合管理票 

・（SU801）

共 同 レ ビ

ュー記録

（システム

テスト） 

・（SU104）

プロジェク

ト 完 了 報

告 書 （ シ

ス テ ム 開

発） 

・（SY408）

完 成 し た

システム 

①システム開発に関係するステーク

ホルダー（企画部門担当者、ソフトウ

ェア開発者、ハードウェア開発者、シ

ステム評価者、製造担当者など）を集

めシステムの最終的な合否判定をす

る。 

レビューでは特に下記の点を考慮す

る。 

・製品システムとして想定される利用

者、利用環境下で、 

・ 期待される機能要求が確実に保

証されていることを確認する。 

・ 求められる非機能要求が確実に

保証されていることを確認する。 

・システム開発に関しての残件が無

いことを確認する。 

・システムテストにおける不具合検出

数、修正数、重大不具合の検出数、

修正数などの指標を用いて品質面で

の問題が無いことを確認する。 

・システムテスト以前に実施されたレ

ビューなどにおけるすべての指摘事

項について、適切な対応がとられて

いることを確認する。 

②レビューの記録をもとに、完了報告

書を作成する。 

 完了報告書の作成については

「SUP1.4 プロジェクト完了報告書の

作成」を参照のこと。 

 完了報告書は、システム開発に関

係するステークホルダーに配布す

る。 
（出典：組込みソフトウェア向け開発プロセスガイド ESPR を参考に作成） 
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【審査基準の審査内容と確認方法】 

 上記を参考にした審査基準の審査内容と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 29 開発品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第 2 階

層 

第 3 階層 審査事項 審査内容 確認方法 

システム

要 求 分

析 

製 品 に 対

す る 要 求

事 項 の 抽

出 

製品企画部

門などで 作

成した製品

企画書と 製

品仕様書に

記 載さ れ た

内容を把握

し 確 認 し て

いるか審査

する。 

製品の特徴・機能や製品のビ

ジョン・コンセプト、対象とする

ユーザが検討されているか。 

製品企画書、製品仕様書が

作成されており、製品の特

徴・機能や製品のビジョン・コ

ンセプト、対象となるユーザ

が記載されている。 

システム

設計 

設 計 条 件

の抽出 

システム・ア

ーキテクチャ

を 設計 す る

にあたり、要

求・条件など

を 確 認 し て

いるか審査

する。 

システムの制約条件や機能/

非機能要件が検討されている

か。 

システム要求仕様書が作成

されており、システムの制約

条件や機能/非機能要件が

記載されている。 

ソ フ ト ウ

ェア要求

分析 

ソ フ ト ウ ェ

ア の 要 件

に 対 す る

優 先 順 位

の決定 

― ソフトウェアとして実現する要

求に優先順位が付けられて

いるか。 

優先順位付けされたソフトウ

ェア要求リストが存在する。

優先順位およびその根拠や

理由が記録されている。 

ソ フ ト ウ

ェ ア ・ ア

ーキテク

チ ャ 設

計 

ソ フ ト ウ ェ

ア 全 体 の

振 舞 の 設

計 

ソフトウェア

全体の振る

舞いを設計

し て い る か

審査する。 

ハードウェアを含めたシステム

がどのような動的振る舞いを

するかが検討され、整理され

ているか。 

ソフトウェア動作設計書が作

成されており、ハードウェアを

含めたシステムの動的振る舞

いが記載されている。 

ソ フ ト ウ

ェア詳細

設計 

プログラム

ユニット設

計 

プログラムユ

ニットの処理

内 容 を 、 実

現可能なレ

ベルまで 詳

細 化 して い

るか審査す

る。 

プログラムユニットが処理内容

を実装可能なレベルまで詳細

化されているか。 

プログラムユニット設計書が

作成されており、プログラム

ユニットが処理内容を実装可

能なレベルまで詳細化され

ていることが記載されている。 

実 装 お

よ び 単

体テスト 

単体テスト

の 結 果 確

認 

テスト結果を

確認し、テス

ト の 合 否 を

判 定 して い

るか審査す

る。 

 

単体テスト結果を確認してい

るか。不具合を記録している

か。 

単体テスト報告書、不具合管

理票が作成されている。 
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第 2 階

層 

第 3 階層 審査事項 審査内容 確認方法 

ソ フ ト ウ

ェア結合

テスト 

ソ フ ト ウ ェ

ア 結 合 テ

ストの実施 

ソフトウェア

結 合 テ ス ト

仕様書に従

っ て 、 結 合

テストを実施

し て い る か

審査する。 

ソフトウェア結合テスト仕様書

に従い、ソフトウェア結合テス

トが実施され、結果が記録さ

れているか。 

ソフトウェア結合テスト仕様書

が存在し、ソフトウェア結合テ

スト結果の記録が文書化され

ている。 

ソ フ ト ウ

ェア総合

テスト 

ソ フ ト ウ ェ

ア 開 発 の

完了確認 

ソフトウェア

総合テストの

結果報告書

をもとに共同

レ ビ ュ ー を

実施し、ソフ

トウェア開発

部 門 と し て

の最終的な

合否の判定

をするととも

に 、 製 品 シ

ステム部門、

製品審査に

必要な情報

を 整 理 し て

いるか審査

する。 

総合テストの結果に関する共

同レビューが実施され、記録

されているか。 

共同レビュー記録が作成さ

れている。 

プロジェクト（ソフトウェア）完

了報告書が作成されている。 

システム

結 合 テ

スト 

システム結

合テストの

準備 

ソフトウェア

開発でソフト

ウ ェ ア 結 合

テストを終え

たソフトウェ

ア と 製 品 に

用 い ら れ る

実機（ハード

ウェア）を結

合 し て 、 最

終 的 な シ ス

テムとして仕

上 げ る た め

の 準 備 を し

て い る か 審

査する。 

システム結合の段階で確認す

べき事項がリストアップされ、

結合テストのテスト項目が作

成されているか。 

システム結合テスト仕様書が

作成され、システム結合テス

トデータが準備されている。 

システム

テスト 

システムテ

スト仕様書

の作成 

シ ス テ ム 要

求仕様書を

も と に 製 品

システムとし

て確認すべ

きことを洗い

出しシステム

開発システムが実際の製品と

してユーザ環境下で利用され

ることを想定したテストが検討

されているか。また、製品が関

連する規格、規約、法律、法

規の準拠に関するテストが検

討されているか 

システムテスト仕様書が作成

され、開発システムが実際の

製品としてユーザ環境下で

利用されることを想定したテ

ストや、製品が関連する規

格、規約、法律、法規の準拠

に関するテストについて記載
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第 2 階

層 

第 3 階層 審査事項 審査内容 確認方法 

テ ス ト 仕 様

書 を 作成 し

て い る か 審

査する。 

されている。 

 

4.4. 製造品質プロセス 
 製造品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、既存規格・

標準の内容を参考にした。製造品質のサブプロセスに対応して ISO 9000、TQM 9000 に記載され

ていることを整理した。 

 

表 30 製造品質プロセスと ISO 9000、TQM 9000 の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

 

調達 

購 買 プ ロ

セス 

購買製品が

規 定 さ れ た

購買要求事

項に適合す

ることを確実

にする。 

7.4.1 購買プロセス 

購買製品が規定された購買

要求事項に適合することを確

実にする。 

・供給者及び購買製品に対

する管理の方式と程度は，製

品実現プロセス及び最終製

品に及ぼす影響に応じて定

める。 

要求事項に従って製品を供

給する能力を判断根拠として

供給者を評価，選定する 

・選定，評価及び再評価の基

準を定める。 

・評価の結果と必要な場合の

処置の記録を維持する。 

7.4.1 購買プロセス 

(1)購買要求事項への適合 

要求事項に適合し、組織の

購買業務を円滑に実施する

ために、購買業務の流れと関

連部門の相互関係を明確に

する。 

(2)管理方式と程度 

供給者及び購買した製品に

対する管理の方式と程度を

定める。管理の方式と程度

は、その後の製品実現のプロ

セス又は最終製品に及ぼす

影響に応じる。管理の方式と

程度：全数検査、抜取検査、

無検査、監査など。 

(3)供給者の評価・選定 

供給者を評価し、選定する。

選定、評価、再評価の基準を

定める。評価・選定は、供給

者が組織の要求事項に従っ

て製品を供給する能力を判

断の根拠とする。 評価の結

果の記録及び評価によって

必要とされた処置があればそ

の記録を維持する。 

 

供給者を管理するプロセスへ

のインプット例 

   

関連する経験の評価、競合

者と比較した供給者のパフォ

ーマンス、供給者のマネジメ
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

ントシステム、購入製品の品

質･価格･引渡し実績、問題

への対応のレビュー、納期遵

守能力、財務評価、引き合

い･見積り･入札への対応、サ

ービス･設置･支援能力、法

令･規制要求事項の遵守状

況、物流能力、社会一般の

評判、地位と役割 

 

評価結果に基づき供給者の

製品供給能力の改善を指導

し、互恵関係に立脚した競争

力を高める。 

購買情報 購買製品に

関 す る 情 報

を 明 確 に す

る。 

7.4.2 購買情報 

・購買製品に関する情報を明

確にする・ 必要な場合には

次の該当する要求事項を含

める。 

a)製品、手順、プロセス及び

設備の承認 

b)要員の適格性確認 

c)品質マネジメントシステム 

・供給者に伝達する前に、購

買要求事項の妥当性を確実

にする。 

 

7.4.2 購買情報 

(1)購買製品に関する情報の

明確化 

製品・手順・プロセス・設備の

承認、要員の資格を含む適

格性、品質マネジメントシステ

ムなどの要求事項を含めた

購 買情 報を明 確にす る 際

は、供給者も参加させ、供給

者の知識を活用する。 

購買情報として、品質保証に

関する基本的な取り決め（品

質保証協定など）を明確にす

る。 

要求事項の伝達を能率的に

するために、コンピュータなど

の電子的つながり活用する。 

(2)妥当性の確認 

伝達する前に、規定した購買

要求事項が、妥当であること

を確認する。 

 

妥当性を確認する事項の例 

  

・タイムリーな、効果的で正確

なニーズと購入製品仕様書

の明確さ 

・製品の性能、価格、引き渡

しを考慮した、購入製品のコ

スト 

・供給者とパートナとの取り決

めに対する契約管理の内容 

・不適合な購入製品に対する
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

保証交換 

・物流の要求事項 

・製品の識別とトレーサビリテ

ィ 

・製品の保存 

・要求事項から逸脱した購入

製品の管理 

・供給者の施設への立ち入り 

 

購 買 製 品

の検証 

規 定 し た 購

買要求事項

を満たしてい

ることを確実

に す る た め

に 、 必 要 な

検 査 ま た は

そ の 他 の 活

動 を 定 め 実

施する。 

7.4.3 購買製品の検証 

・規定した購買要求事項を満

たしていることを確実にする

ために、必要な検査又はそ

の他の活動を定め、実施す

る。 

・組織又は顧客が供給者先

で検証をする場合、検証の

要領と製品の出荷許可方法

を購買情報の中に明確にす

る。 

7.4.3 購買製品の検証 

(1)検証 

必要な検査又はその他の活

動を定めて、実施する。 

・受入検査、受入検証など 

評価項目としてＱ（品質）だけ

でなく、Ｃ（コスト）、Ｄ（量、納

期）を加味し、組織が実現し

なければならない"できばえ"

を判定する管理指標を検討

する。 

(2)検証要領・製品の出荷許

可 

組織･顧客が供給先で検証

する場合、検証の要領、製品

の出荷許可方法を購買情報

に明記する。 

 

 

 

製造 

製 造 及 び

サ ー ビ ス

提 供 の 管

理 

製造及びサ

ー ビ ス 提 供

を計画し、管

理 さ れ た 状

態で実行す

る。 

7.5.1 製造及びサービス提

供の管理 

製造及びサービス提供を計

画し、管理された状態で実行

する。 

・該当する場合、管理された

状態には次の事項を含める。 

a)製品特性の記述情報が利

用可能 

b)作業手順書類が利用可能 

c)適切な設備の使用 

d)監視及び測定機器の利用

可能と使用 

e)規定された監視及び測定

の実施 

f)次工程及び顧客への引渡

しと、引渡し後の活動の、規

定通りの実施 

7.5.1 製造及びサービス提

供の管理 

(1)品質に直接影響する製造

及びサービスの工程を明確

にし、設計、計画し、実行す

る。 

工程の設計にあたっては、Ｑ

（品質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（量、

納期）が配慮され、重要な工

程にはＱＣ工程図を作成す

る。 

(2)これらの工程を管理された

状態のもとで稼働することを

確実にする。この管理された

状態には、次の事項を含まれ

ている。 

a)必要な製品特性が明確に

され、解析された情報が利用

可能。 

b)手順書がなければ品質に

有害な影響を及ぼす可能性
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

のあるものについて、方法を

明確にした手順書がつくられ

ている。 

・必要な手順書が利用しやす

く配置されている。 

・手順書の制改訂は確実に

実施され、遵守されている。 

・手順書にはノウハウや、重

要ポイントが確実に盛り込ま

れている。 

c)適切な設備の使用、並び

に適切な作業環境の維持。 

 [1]必要に応じて、工程及び

設備の承認がなされている。 

 [2]設備の質的能力が把握

されており、要求される品質

に合った設備の選定、使い

方の指定が行われている。 

 [3]工程能力を継続的に維

持するための、設備の適切な

保全が行われている。 

・設備の予防保全、故障保全

が実施されている。 

・設備の４Ｓ(整理、整頓、清

潔、清掃)ができている。 

d)適切な監視及び測定手順

が定められ、適切な機器が使

用され、改善活動が行われて

いる。 

e)引用された規格・基準、品

質計画書及び／又は手順書

への適合と適切なパラメータ

及び製品特性の監視、並び

にこれらの管理がなされてい

る。 

・作業のできばえの基準があ

り、明確で実際的な方法で規

定されている (例えば、規

格、標準見本又は図解)。 

f)次工程及び顧客への引渡

しと、引渡し後の活動の、規

定通りの実施。 

g)必要な工程については、管

理図が作成されており、異常

を発見できるようになってい

る。 

h)認定された工程、設備及び
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

要員については、適宜、記録

を維持している。 

(3)工程異常の処理体系がシ

ステム化されている。 

 [1]初期流動管理を行う手

順が作成されている。 

 [2]異常の情報が蓄積され、

改善に活用されている。 

(4)安全への配慮 

 [1]危険な工程が把握され、

注意が行き届いている。 

 [2]安全のための対策がとら

れ、災害は発生していない。 

 [3]従業員には、安全につ

いての教育訓練が実施され

ている。 

(5)職場環境、廃棄管理、法

的規制法規制を遵守するた

めの必要な環境管理ができ

ている。 

製 造 及 び

サ ー ビ ス

提 供 に 関

するプロセ

ス の 妥 当

性確認 

製造及びサ

ー ビ ス 提 供

に関するプロ

セ ス の 妥 当

性 を確 認 す

る。 

7.5.2 製造及びサービス提

供に関するプロセスの妥当性

確認 

次の場合、プロセスの妥当性

確認を行う。 

・アウトプットが、事後の監視

または測定で検証することが

不可能 

・製品の使用またはサービス

引き渡し後しか欠陥が顕在

化しない。 

これらのプロセスが計画通り

の結果を出せることを実証す

る。 

これらのプロセスについて、

適用すべき場合には次の手

続きを確立する 

a)プロセスのレビュー及び承

認の基準 

b)設備の承認及び要員の適

格性確認 

c)所定の方法及び手順の適

用 

d)記録に関する要求事項 

e)妥当性の再確認 

7.5.2 製造及びサービス提

供に関するプロセスの妥当性

確認 

(1)次の場合、プロセスの妥当

性確認を行い、規定要求事

項を満たすことを確実にす

る。 

・事後の製品の検証・試験で

は工程のアウトプットが十分

に検証できない場合 

・工程の欠陥が製品の使用、

サービスの引き渡し以後でし

か現れないような場合 

(2)妥当性確認によって、これ

らのプロセスが計画通りの結

果を出せることを実証する。 

(3)これらのプロセスについ

て、適用すべき場合には次

の手続きを確立する。 

a)プロセスのレビュー及び承

認のための明確な基準 

b)装置の承認及び要員の資

格、認定を含む適格性 

c)所定の方法及び手順の適

用 

d)記録に関する要求事項、

必要な場合工程パラメータの
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

連続的な監視 

e)妥当性の再確認 

製 品 の 監

査 及 び 測

定 

製品要求事

項 が 満 た さ

れていること

を 検 証 す る

た め 、 製 品

特 性を 監 視

及び測定す

る。 

8.2.4 製品の監査及び測定 

製品要求事項が満たされて

いることを検証するため、製

品特性を監視及び測定す

る。 

・監視及び測定は、個別製品

の実現の計画に従って実施

する。 

合否判定基準適合の証拠を

維持する。 

・記録には、製品のリリースを

許可した人を明記する。 

個別製品の実現計画すべて

が完了するまでは、製品の出

荷及びサービスの提供を行

わない。 

・当該の権限を有する者もし

くは顧客が承認したときはこ

の限りではない。 

 

8.2.4 製品の監査及び測定 

(1)製品要求事項が満たされ

ていることを検証するため、

製品特性を監視及び測定す

る。 

a)監視測定すべき項目やそ

の方法を有効に、かつ効果

的・合理的に設計する。 

b)監視及び測定は、個別製

品の実現の計画に従って実

施する。 

c)測定結果は、ＱＣ手法を活

用して分析され、前工程にフ

ィードバックしたり、改善に生

かす。特に、重要な製品特性

については、継続して測定

し、工程能力を把握する。 

(2)合否判定基準への適合の

証拠を維持する。 

a)記録には、製品の次工程

への引渡し又は出荷を許可

する要員を明記する。 

(3)個別製品の実現の計画す

べてが完了するまでは、製品

の出荷及びサービスの提供

を行なってはならない。（当該

の権限を有する者もしくは顧

客が承認したときはこの限り

ではない。） 

 

受 入 活 動

の検証 

受け入れ活

動が仕様へ

の 適 合 を 保

証し、文書化

されているこ

と を 検 証 す

る。 

  

不 適 合 製

品の管理 

不適合製品

が 誤 っ て 使

用されたり、

引き渡されな

いよう識別、

管 理 を 行 い

そ の 手 順 、

責 任権 限 を

8.3 不適合製品の管理 

不適合製品が誤って使用さ

れたり、引き渡されないよう識

別、管理を行いその手順、責

任権限を文書化する。 

・次のいずれかの方法で不

適合製品を処理する。 

a)発見した不適合を除去す

8.3 不適合製品の管理 

(1)不適合製品が誤って使用

されたり、引き渡されないよう

識別、管理を行い、その手

順、責任権限を文書化し、そ

の仕組みにＰＤＣＡを回し、

改善している。不適合の対象

にはＱのほかＣ、Ｄを含めて
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

文書化する。 る。 

b)次の場合は、使用、リリース

または出荷する。 

権限を持つ者の正式な許可 

該当する場合顧客による特

別採用で許可した場合 

c)本来の意図した使用ができ

ないようにする。 

・不適合の性質の記録、特別

採用を含む処置を記録し維

持する。 

・不適合製品に修正を施した

場合は、再検証を行う。 

・引渡しまたは使用後に不適

合製品が検出された場合に

は、その影響または起こりうる

影響に対して適切に処置 

 

いる。 

(2)以下の活動を通じて、不

適合製品を処理する。 

a)不適合が発見された場合

の処置は手順化されており、

どのような場合に不適合を除

去して良いか基準をさだめて

いる。 

b)正式な許可または特別採

用を申請する手順をさだめて

いる。 

・正式な許可をできる者の能

力をさだめ、認定している。 

・正式な許可または特別採用

を申請する基準を明確にさだ

めている。 

・正式な許可または顧客によ

る特別採用の許可があったこ

とを伝達する仕組みができて

いる。 

・正式な許可または顧客によ

る特別採用の許可がない限

り、リリースできないことが要

員に教育され徹底している。 

c)不適合であることを示す現

物への表示、不適合製品を

隔離する区画など識別する

手順を定めている。 

・不適合の表示や区画は明

確に分かるものになってい

る。 

・格付け変更を行う基準と責

任権限をさだめている。格付

け変更されたことが現品への

表示、区画により明確にして

いる。 

・廃却を行う責任権限をさだ

めている。 

(3)不適合の性質及び検証の

記録、特別採用を含む処置

を記録し維持され、分析して

いる。 

(4)不適合を修正する基準、

修正の手順、修正した後の

検証及び記録の基準をさだ

めている。修正した後の検証

の基準は合理的なものにな
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

っている。 

(5)引渡しまたは使用後に不

適合製品が検出された場合

の影響の範囲、大きさ、評

価、処置の手順をさだめてい

る。 

・引渡しまたは使用中の製品

への影響は製造物責任の立

場からもの評価も実施してい

る。 

(6)不適合製品の識別、記録

にコンピュータを活用し、人

為ミスが起こりにくいシステム

になっている。 

測 定 、 分

析 及 び 改

善 

監視、測定、

分析及び改

善のプロセス

を計画し、実

施する。 

8 測定、分析及び改善 

・次の事項に必要な、監視、

測定、分析及び改善のプロ

セスを計画し、実施する 

a)製品適合性の実証 

b)ＱＭＳの適合性の確実化 

c)ＱＭＳの有効性の継続的

改善 

・統計的手法を含む適用可

能な方法とその使用の程度

の決定も含める 

 

 

8 測定、分析及び改善 

(1)以下の事項に必要な、監

視、測定、分析及び改善の

プロセスを計画し、実施す

る。改善活動は、単に品質シ

ステムの改善だけでなく、製

品そのものの向上も目指す。 

a)品質システムに関して 

 [1]内部監査などを通じて、

品質システムの適合性を実

証している。 

 [2]発見された不適合には、

適切な是正処置や予防処置

が適宜実施され、その適合

性を確実にする。 

 [3]ＱＭＳの継続的改善を行

っている。 

 [4]ＱＭＳの有効性だけでな

く、効果的なシステムを目指

して改善点を掘り起こし、シス

テムの改善が行われている。

（8.2.2 項、8.5.1 項） 

 [5]品質に関連する、5.4.1

項で目標とした指標が把握・

評価され、その結果を生かし

た品質システムの改善が行

われている。 

b) 製品品質に関して 

 [1]製品やプロセスを監視測

定し、適合性の実証をしてい

る。 

 [2]発生した不適合に対す

る再発防止対策を確実に実



 
 

73 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

施している。(8．3 項、8.5.2

項、8.5.2 項) 

 [3]上記の情報を含み、品

質情報を収集し、分析し・評

価をして品質重要テーマを

取り上げ、その改善が行われ

ている。(8.2.1 項、8.4 項、

8.5.3 項) 

(2)これらの活動では、統計的

手法を含む適用可能な方法

とその使用の程度を明確にし

て計画し、実施する。 

統 計 的 手

法 

統計的手法

を 用 い て 製

品の品質管

理 を実 施 す

る。 

 8.4.3 統計的手法 

データの分析に当たっては、

統計的手法などを活用し、事

実に基づき、しかも効果的に

解析を行う。 

(1)ＱＣ七つ道具レベルの手

法を十分活用する。 

(2)製造部門のみならず、開

発・設計、営業など全社の主

要な部門においても同じよう

に活用され始めている。 

(3)工程能力及び製品特性の

設定、管理、検証のための統

計的手法を適切に選択し、

実施する。 

(4)管理責任者は品質工程能

力及び製品特性の設定、管

理、検証のために統計的手

法の要否の判断や、適切な

手法が選択できるように教育

訓練を受けている。 

(5)必要な統計的手法を適用

する場合、その実施と管理の

手順を文書化し、維持してい

る。 

パッケー

ジ化 

製 品 の 保

存 

製品の保存

に関する取り

決め 

7.5.5 製品の保存 

製品を適合した状態のまま保

存する。 

・内部処理から指定納入先

への引き渡しまでの間 

・保存には、識別、取扱い、

包装、保管及び保護を含め

る 

・保存は、製品を構成する要

素にも適用する。 

7.5.5 製品の保存 

(1)製品の保存 

製品の組織内部における処

理から最終引渡しまでの間、

損傷、劣化又は誤用を防ぐた

めに、製品の識別、取扱い、

包装、保管、保存、保護及び

引渡しに関するプロセスを定

めて実施し、維持する。 

購入材料を保護するための
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

※内部処理とは、組織が運

営管理している製品実現の

プロセスにおける活動をい

う。 

 

効果的で効率的なプロセスを

定め、実施する際に、供給者

及びパートナを参画させる。 

(2)識別、取扱い、包装、保

管、保護 

識  別：7.5.3 を参照。 

取扱い：損傷、劣化を防ぐ方

法を規定し、維持する。 

取扱い：包装：包装・梱包・表

示の工程が明確にする。 

保  管：保管場所の明確化、

搬入・搬出の手順化、定期的

な劣化の評価、保管環境の

管理、区分けの方法を規定

し、維持する。 

保護：引き渡しまでの品質保

護の方法を規定し、維持す

る。 

(3)ライフサイクル全体にわた

る製品の維持 

製品の損傷、劣化又は誤用

を予防するために、製品のラ

イフサイクル全体にわたっ

て、製品を維持するのに必要

な資源を明確にする。 

製品が、ライフサイクル全体

にわたって、意図した使用が

できる状態を持続するために

必要な資源及び方法につい

て参画している利害関係者

に情報を伝える。 

供給者に、社内基準書の遵

守を推奨し、定期的に実際の

作業を確認する。 

(4)ＱＣＤへの適用 

必要に応じ、Ｑだけでなく、Ｃ

（コスト）、Ｄ（量、納期）のバラ

ンスを考慮した仕組みの確立

に取り組む。 

保管コストの意識を向上し、

保管コストを十分考慮する。 

保管場所での先入れ・先出し

を励行する。 

 

付 帯 サ ー

ビス 

マニュアル等

付 帯 す る サ

ービス 

 7.5.2 付帯サービス 

サービスとしてどのような活動

を行うべきか、ビフォアサービ
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

ス、アフターサービスが明確

にされており、その手順を定

め、改善を行う。 

a)付帯サービスが要求事項

である場合、供給者は付帯サ

ービスがその要求事項を満

たすような実行する手順、及

びこれを検証し報告する手順

を、文書に定め維持してい

る。必要に応じて顧客との間

では、双方の要求事項を明

確に確認を行い、サービス契

約を締結する。 

b)ビフォアサービスについて

は、以下の事項の手順を定

め、実行する。 

[1]製品説明 

・カタログ、取扱説明書、販売

員等への説明、顧客への説

明。 

[2]製品の点検・整備 

・点検・整備マニュアル 

[3]要員訓練（6.2.2 参照） 

・必要な要員への技術教育、

製品情報の提示、取扱い方

法・使用方法の説明。 

[4]据付け 

・据付けマニュアル 

c)アフターサービスについて

は、以下の事項の手順、及び

重要なものを検証し報告する

手順を文書に定め維持す

る。 

[1]技術支援 

・技術情報の提示 

・技術者の派遣。 

[2]保守・保全 

・整備マニュアル 

・整備基準の作成・見直し・

改訂。 

・保守・保全員の技術教育。 

・保守・保全技術開発。 

[3]苦情・クレーム処理 

・苦情・クレーム情報の収集 

・処理手順 

・処理スピード向上活動 

[4]補給部品の管理 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 ISO 9000 の確認内容 TQM 9000 の確認内容 

・在庫計画 

・推奨部品リスト 

d)付帯サービス活動から得た

市場品質情報を収集する仕

組みがある（8.4 参照）。 

e)付帯サービス活動から得た

情報を社内の適切な部門に

フィードバックする仕組みが

ある（5.5.3 参照）。 
（出典：ISO 9000 から品質経営へ TQM 9000http://www.tqm9000.jp/を参考に作成） 

 

【審査基準の審査内容と確認方法】 

 上記を参考にした審査基準の審査内容と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 31 製造品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

調達 購 買 プ ロ

セス 

購買製品が

規 定さ れ た

購買要求事

項に適合す

ることを確実

に し て い る

かを審査す

る。 

供給者が要求事項に従った

製品を供給する能力があるこ

とを確認しているか。 

供給者を選定、評価、再評

価する基準を定めている。基

準が文書化されている。 

購買情報 購買製品に

関する情報

を 明 確 に し

て い る か を

審査する。 

製品、手順、プロセス及び設

備、品質マネジメントシステム

などの要求事項を含めた購

買情報を明確にしているか。 

供給者への聞き取りにより確

認をしている。供給者施設へ

の立ち入りを実施している。 

購 買 製 品

の検証 

要求した購

買要求事項

を 満 た し て

いることを確

実 にす る た

め に 、 必 要

な 検 査ま た

はその他の

活動を定め

実 施 して い

る か を 審 査

する。 

購買要求事項を満たしている

ことを確認するために必要な

検査又はその他の活動を定

め実施しているか。 

受入検査、受入検証などを

実施している。その結果が文

書化されている。 

製造 製 造 及 び

サ ー ビ ス

提 供 の 管

理 

製造及びサ

ービ ス提 供

を計画し、管

理 さ れた 状

態で 実行し

品質に直接影響する製造及

びサービスの工程を明確に

し、これらの工程を管理され

た状態のもとで稼働することを

確実にしているか。 

・必要な製品特性が明確にさ

れ、解析された情報が利用

可能である。 

・手順書がなければ品質に

有害な影響を及ぼす可能性
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第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

ていることを

審査する。 

のあるものについて、方法を

明確にした手順書が作られ

ている。 

・適切な設備の使用、並びに

適切な作業環境の維持をし

ている。 

・適切な監視及び測定手順

が定められ、適切な機器が

使用され、改善活動が行わ

れている。 

・引用された規格・基準、品

質計画書及び／又は手順書

への適合と適切なパラメータ

及び製品特性の監視、並び

にこれらの管理がなされてい

る。 

・次工程及び顧客への引渡

しと、引渡し後の活動の、規

定通りに実施している。 

・必要な工程については、管

理図が作成されており、異常

を発見できるようになってい

る。 

・認定された工程、設備及び

要員については、適宜、記録

を維持している。 

製 造 及 び

サ ー ビ ス

提 供 に 関

するプロセ

ス の 妥 当

性確認 

製造及びサ

ービ ス提 供

に関するプ

ロ セ ス の 妥

当性を確認

していること

を 審 査 す

る。 

工程の欠陥が製品の使用、

サービス引き渡し以後でしか

現れないような場合、プロセス

の妥当性確認を行い、規定

要求事項を満たすことを確実

にしているか。 

・妥当性確認によってこれら

のプロセスが計画通りの結果

を出せることを実証している。 

製 品 の 監

視 及 び 測

定 

製品要求事

項 が 満 た さ

れていること

を 検証 す る

た め 、 製 品

特性を監視

及び測定し

ていることを

審査する。 

製品要求事項が満たされて

いることを検証するため、製品

特性を監視及び測定している

か。 

・監視測定すべき項目やそ

の方法を有効に、かつ効果

的・合理的に設計している。 

・監視及び測定は、個別製

品の実現の計画に従って実

施している。 

・測定結果は、ＱＣ手法を活

用して分析され、前工程にフ

ィードバックしたり、改善に生

かす。特に、重要な製品特

性については、継続して測定

し、工程能力を把握してい

る。 

不 適 合 製

品の管理 

不適合製品

が誤って使

不適合製品が誤って使用さ

れたり、引き渡されたりしない

・識別、管理の手順、責任権

限を文書化している。 
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第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

用されたり、

引 き 渡 さ れ

な い よ う 識

別 、 管 理 を

行いその手

順 、責任 権

限を文書化

していること

を 審 査 す

る。 

よう識別、管理が行われてい

るか。 

・不適合の性質及び検証の

記録、特別採用を含む処置

を記録し維持され、分析して

いる。 

・引渡しまたは使用後に不適

合製品が検出された場合の

影響の範囲、大きさ、評価、

処置の手順をさだめている。 

測 定 、 分

析 及 び 改

善 

監 視 、 測

定 、分析 及

び改善のプ

ロ セ ス を 計

画し、実施し

ていることを

審査する。 

品質システム及び製品システ

ムに関して必要な、監視、測

定、分析及び改善のプロセス

を計画し実施しているか。 

内部監査などを通じて、品質

システムの適合性を実証して

いる。 

統 計 的 手

法 

統計的手法

を用いて製

品の品質管

理 を 実施 し

ていることを

審査する。 

品質に関わるデータの分析に

あたっては、統計的手法など

を活用し、効果的に解析を行

っているか。 

・管理責任者は品質工程能

力及び製品特性の設定、管

理、検証のために統計的手

法の要否の判断や、適切な

手法が選択できるように教育

訓練を受けている。 

・必要な統計的手法を適用

する場合、その実施と管理の

手順を文書化し、維持してい

る。 

パッケー

ジ化 

製 品 の 保

存 

製品の保存

に関する取

り決めがある

かを審査す

る、 

製品の損傷、劣化又は誤用

を予防するために、製品のラ

イフサイクル全般にわたって、

製品を維持するのに必要な

資源を明確にしているか。 

製品が、ライフサイクル全体

にわたって、意図した使用が

できる状態を持続するために

必要な資源及び方法につい

て参画している利害関係者

に情報を伝えている。 

付 帯 サ ー

ビス 

マ ニ ュ ア ル

等付帯する

サ ー ビ ス を

明 確 にし て

い る か を 審

査する。 

サービスとしてどのような活動

を行うべきか、ビフォアサービ

ス、アフターサービスが明確

にされており、その手順を定

め、改善を行う。 

付帯サービスが要求事項で

ある場合、供給者は付帯サ

ービスがその要求事項を満

たすような実行する手順、及

びこれを検証し報告する手

順を、文書に定め維持してい

る。 
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4.5. 販売流通品質プロセス 
 販売流通品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、

TQM9000 と優良防犯機器認定制度（日本防犯設備協会）審査基準の内容を参考にした。 

 

表 32 販売流通品質プロセスと TQM 9000 と優良防犯機器認定制度の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM 9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日本防犯

設備協会）審査基準の確認内容 

販売 販売ルート

と 体 制 の

整備 

製品等が円

滑 に 、 か つ

継続して供

給 で き る 販

売 ル ー ト が

整 備 さ れ 、

文書化され

ていることを

確認する。 

 3.2.2 製品の流通・継続供給等の体

制について 

製品等が円滑に、かつ継続して供

給できる販売ルートが整備され、そ

の体制が構築されていること、その

内容を明確に示す文書が整備され

ていること。 

表 示 の 適

正 性 の 確

保 

法律や条令

で 規定され

た表示を適

正 に し て い

るか確認す

る。 

  

広 告 宣 伝

の 適 正 性

の確保 

性能などの

理論値と 実

測 値と の 乖

離 の無い こ

と を 確 認 す

る。 

  

流通 輸 送 品 質

の確保 

包装設計の

整備（JEITA

規 格 、 IEC

規 格、等 業

界 標準、 国

際標準への

合 致 ） や 荷

扱い指示が

適 切 に な さ

れる体制か

確認する 

  

保 管 品 質

の確保 

保管場所の

環境条件の

確 保 ( 温 湿

度等)がなさ

れ て い る か

確認する。 

7.5.5 製品の保存 

(1)製品の保存 

製品の組織内部における処

理から最終引渡しまでの間、

損傷、劣化又は誤用を防ぐた

めに、製品の識別、取扱い、

包装、保管、保存、保護及び

引渡しに関するプロセスを定

 



 
 

80 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM 9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日本防犯

設備協会）審査基準の確認内容 

めて実施し、維持する。 

購入材料を保護するための

効果的で効率的なプロセスを

定め、実施する際に、供給者

及びパートナを参画させる。 

(2)識別、取扱い、包装、保

管、保護 

識  別：7.5.3 を参照 

取扱い：損傷、劣化を防ぐ方

法を規定し、維持する。 

取扱い：包装：包装・梱包・表

示の工程が明確にする。 

保  管：保管場所の明確化、

搬入・搬出の手順化、定期的

な劣化の評価、保管環境の

管理、区分けの方法を規定

し、維持する。 

保  護：引き渡しまでの品質

保護の方法を規定し、維持す

る。 

(3)ライフサイクル全体にわた

る製品の維持 

製品の損傷、劣化又は誤用

を予防するために、製品のラ

イフサイクル全体にわたって、

製品を維持するのに必要な

資源を明確にする。 

製品が、ライフサイクル全体

にわたって、意図した使用が

できる状態を持続するために

必要な資源及び方法につい

て参画している利害関係者に

情報を伝える。 

供給者に、社内基準書の遵

守を推奨し、定期的に実際の

作業を確認する。 

(4)ＱＣＤへの適用 

必要に応じ、Ｑだけでなく、Ｃ

（コスト）、Ｄ（量、納期）のバラ

ンスを考慮した仕組みの確立

に取り組む。 

保管コストの意識を向上し、

保管コストを十分考慮する。 

保管場所での先入れ・先出し

を励行する。 

 

7.6監視機器及び測定機器の
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM 9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日本防犯

設備協会）審査基準の確認内容 

管理 

(1)監視・測定及び監視機器・

測定機器 

定められた要求事項に対する

製品の適合性を実証するた

めに、実施すべき監視及び測

定を明確にし、重要度を分析

して重点管理する。 

そのために必要な監視機器

及び測定機器を明確にする。

機器の選定に際してコスト評

価を行う。 

(2)監視・測定プロセスの確立 

効果的で効率的な監視及び

測定のプロセスを定めて、実

施する。 

・製品及びプロセスの検証と

妥当性確認とに使用する方

法及び機器・道具を含む。

（道具にはチェックシートなど

の帳票を含む。） 

・調査、シミュレーション、並び

にその他の測定及び監視の

活動を含む。 

・機器・道具の状態を特定す

る方法を確立する。 

・プロセスのアウトプットの検

証プロセスから生じる誤りを排

除するためのプールフルーフ

などの手段を講じる。 

(3)測定の正当性の保証 

測定の正当性が保証されな

ければならない場合、次の事

項を満たす。 

a)定められた間隔又は使用前

における校正又は検証する。 

・国際又は国家計量標準にト

レース可能な計量標準に照ら

して行う。 

・そのような標準が存在しない

場合には、校正又は検証に

用いた基準を記録する。 

b)機器の調整、又は必要に応

じて再調整する。 

c)校正の状態が明確にできる

識別をする。 

d)測定した結果が無効になる
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM 9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日本防犯

設備協会）審査基準の確認内容 

ような操作ができないようにす

る。 

e)取り扱い、保守、保管にお

いて、損傷及び劣化しないよ

うに保護する。 

f)点検・校正の間隔は、重要

度の分析結果を反映してい

る。 

g)適切な環境を維持してい

る。 

h)機器に発生したトラブルの

原因を分析し、再発防止処置

を行っている。 

(4)要求事項に対する不適合 

測定機器が要求事項に適合

していないことが判明した場

合、 

・測定装置でそれまでに測定

した結果の妥当性を評価し、

記録する。 

・機器及び影響を受けた製品

に対して、適切な処置をとる。 

・校正及び検証の結果の記

録を維持する。 

(5)コンピュータソフトウェアの

使用 

規定要求事項にかかわる監

視及び測定にコンピュータソ

フトウェアを使う場合に、 

・コンピュータソフトウェアによ

って意図した監視及び測定

ができることを確認する。 

・確認は、最初に使用するの

に先立って実施する。 

・必要に応じて再確認する。 
（出典：ISO 9000 から品質経営へ TQM 9000 及び優良防犯機器認定制度 資格審査基準を参考に作成） 

 

【審査基準の審査内容と確認方法】 

 上記を参考にした審査基準の審査方法と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 33 販売流通品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

販売 販売ルート

と 体 制 の

整備 

製品等が円

滑 に 、 か つ

継続して供

給 で き る 販

製品等が円滑に、かつ継続し

て供給できる販売ルートが整

備されているか。 

製品等が円滑に、かつ継続

して供給できる販売ルートが

整備され、その体制が構築さ

れていること、その内容を明
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第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

売 ル ー ト が

整 備 さ れ 、

文書化され

ていることを

確 認 して い

る か を 審 査

する。 

確に示す文書が整備されて

いること。 

流通 保 管 品 質

の確保 

保管場所の

環境条件の

確 保 ( 温 湿

度等)がなさ

れ て い る か

確 認 して い

る か を 審 査

する。 

保管場所の環境条件の確保

がなされているか。 

保管場所の明確化、搬入・搬

出の手順化、定期的な劣化

の評価、保管環境の管理、

区分けの方法を規定し、維

持している。これらの内容が

文書化されている。 

 

4.6. 保守運用品質プロセス 
 保守運用品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、TQM 

9000 と優良防犯機器認定制度（日本防犯設備協会）審査基準の内容を参考にした。 

 

表 34 保守運用品質プロセスと TQM 9000 と優良防犯機器認定制度の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日

本防犯設備協会）審査基準

の確認方法 

アフター

サービス 

問 合 せ 対

応 体 制 の

整備 

問合せ窓口

等が整備さ

れ 、 そ の 体

制が構築さ

れ文書化さ

れていること

を 確 認 す

る。 

8.2.1 顧客満足 

(1)お客様の評価を把握すべ

き項目や評価方法を決め、満

足状況が把握され、その情報

を活用するしくみを整備し、そ

のしくみ通りに実施する。 

(2)情報を活用するに当たって

は、これをよく分析して、お客

様に、すばらしいと評価され

喜んでもらえる製品作りや、そ

のためのＱＭＳの改善につな

げる。 

 

苦 情 対 応

体 制 の 整

備 

問 合せ、 苦

情 等 の 対

応 、製品 事

項等に関す

る苦情等対

応窓口等が

整 備 さ れ 、

その体制が

構築され文

書 化さ れ て

いることを確

認する。 

3.3.1 苦情等対応の体制に

ついて 

製品等の故障修理対応、補

修パーツの供給等に関する

苦情等対応窓口が整備さ

れ、その体制が構築されてい

ること、その内容を明確に示

す文書が整備されているこ

と。 

フィードバ

ック分析 

顧 客から の

フィードバッ

ク が 分 析 さ

 



 
 

84 
  
 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日

本防犯設備協会）審査基準

の確認方法 

れ、それがリ

スク見積りの

再評価に使

用 さ れ 、 必

要な場合、リ

スクマネジメ

ン ト 活 動 を

調 整 して い

るか確認す

る。 

修 理 ・ リ

コ ー ル

対応 

修 理 ・ リ コ

ー ル 体 制

の整備 

製品等の故

障 修 理 対

応 、 補修 パ

ーツの供給

等に関する

苦情等対応

窓口が整備

され、その体

制が構築さ

れ て い る こ

と、その内容

を明確に示

す文書が整

備 さ れ て い

ることを確認

する。 

3.2 製品を供給する販売体

制等に係る要求事項 

3.2.1 苦情等対応の体制に

ついて 

製品等の問合せ、苦情等の

対応、製品事項等に関する

苦情等対応窓口等が整備さ

れ、その体制が構築されてい

ること、その内容を明確に示

す文書が整備されているこ

と。 

3.2.2  製品の流通・継続供

給等の体制について 

製品等が円滑に、かつ継続

して供給できる販売ルートが

整備され、その体制が構築さ

れていること、その内容を明

確に示す文書が整備されて

いること。 

補 修 パ ー

ツ 供 給 体

制の整備 

補修パーツ

の供給体制

（申請者から

のフロー等）

が整備され

ていること。

な お 、 補 修

パ ー ツ をユ

ーザに直接

供給する場

合 は 、 そ の

供給体制が

整 備さ れ て

いることを確

認する。 

3.3.3 補修パーツ等の供給

体制 

（1）補修パーツの供給体制

（申請者からのフロー等）が

整備されていること。なお、補

修パーツをユーザに直接供

給する場合は、その供給体

制が整備されていること。 

（2）補修パーツの供給等に

ついて、製造中はもちろん製

造打切後も安定した継続供

給体制が整備されているこ

と。 

（3）その製品の性能維持に

必要な補修パーツについて

は、最低保有期間(※１)を“7

年以上”とし、最低保有期間

中は申請者あるいは製造
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 TQM9000 の確認内容 優良防犯機器認定制度（日

本防犯設備協会）審査基準

の確認方法 

者、販売者等において、補

修パーツを保有しているこ

と。 

（4）補修パーツを交換する場

合、その方法等を記載した文

書が整備されていること。 

※1：最低保有期間の始期

は、その製品の製造者がそ

の製品の製造を打ち切った

時とする。 
（出典：ISO 9000 から品質経営へ TQM 9000 及び優良防犯機器認定制度 資格審査基準を参考に作成） 

 

【審査基準の審査内容と確認方法】 

 上記を参考にした審査基準の審査内容と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 35 保守運用品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

アフター

サービス 

苦 情 対 応

体 制 の 整

備 

問 合せ、 苦

情 等 の 対

応 、製品 事

項等に関す

る苦情等対

応窓口等が

整 備 さ れ 、

その体制が

構築され文

書 化さ れ て

いることを確

認 し て い る

かを審査す

る。 

問合せ、苦情等の対応、製品

事項に関する苦情対応窓口

等が整備されているか。 

製品等の故障修理対応、補

修パーツの供給等に関する

苦情等対応窓口が整備さ

れ、その体制が構築されてい

ること、その内容を明確に示

す文書が整備されているこ

と。 

修 理 ・ リ

コ ー ル

対応 

修 理 ・ リ コ

ー ル 体 制

の整備 

製品等の故

障 修 理 対

応 、 補修 パ

ーツの供給

等に関する

苦情等対応

窓口が整備

され、その体

制が構築さ

れ て い る こ

と、その内容

を明確に示

す文書が整

備 さ れ て い

ることを確認

製品等の故障修理対応、補

修パーツの供給等に関する

苦情等対応窓口が整備され、

その体制が構築されている

か。 

製品等が円滑に、かつ継続

して供給できる販売ルートが

整備され、その体制が構築さ

れていること、その内容を明

確に示す文書が整備されて

いる。 
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第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

しているかを

審査する。 

補 修 パ ー

ツ 供 給 体

制の整備 

補修パーツ

の供給体制

（申請者から

のフロー等）

が整備され

ていること。

な お 、 補 修

パ ー ツ をユ

ーザに直接

供給する場

合 は 、 そ の

供給体制が

整 備さ れ て

いることを確

認 し て い る

かを審査す

る。 

製品の補修パーツの供給に

係る体制、制度があるか。 

補修パーツの供給体制が整

備されている。体制を明確に

示す文書が整備されている。 

 

4.7. 廃棄品質プロセス 
 廃棄品質プロセスにおいて、審査項目の「審査内容」、「確認方法」を例示するため、共通フレー

ム 2007 と IEC 61508 の内容を参考にした。 

 

表 36 廃棄品質プロセスと共通フレーム 2007 と IEC 61508 の確認内容 

第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 共通フレーム 2007 の確認内

容 

IEC61508 の確認内容 

廃棄 廃 棄 計 画

の立案 

製品の廃棄

計画を立て

ていることを

確認する。 

1.8.6.1 廃棄計画の立案 

運用及び保守を行っている組

織が支援を停止するための

廃棄計画を立案し、文書化す

る。 

7.17.2.5 システム停止、シス

テム分解計画 

7.17.2.7 一連の廃棄活動の

文書による記録 

利 用 者 情

報 の 適 切

な処理 

利 用 者 が 、

利用者の情

報を簡便に

消 去 で き る

（ 工 場 出 荷

時の状態）よ

う な 仕 組 み

を 有 す る か

確認する。ま

た 、 廃 棄 後

に利用者の

情 報 を 取 り

出 さ れ な い

こ と を 確 認

する。 

1.8.6.5 廃棄関連データの保

持と安全性確保 

廃棄するソフトウェア製品が

使用していたデータ又は廃棄

するソフトウェア製品関連の

データをアクセス可能な状態

にする。アクセスに関しては、

データ保護及びデータ監視

に関する契約要求事項に従

う。 

7.17.2.1 影響分析 

7.17.2.2 影響分析結果の文

書化 
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第２階層 第 ３ 階 層

（ 審 査 観

点） 

説明 共通フレーム 2007 の確認内

容 

IEC61508 の確認内容 

新 旧 製 品

の 並 行 運

用 

製品の廃棄

計画を利用

者に通知す

る 体 制 が あ

ることを確認

する。また、

新旧製品に

つ い て 、 利

用者に対し

て一定期間

の情報提供

を 並 行 し て

継続すること

を 確 認 す

る。 

1.8.6.2 廃棄計画等の利用者

への通知 

廃棄計画及び実施内容を利

用者に通知する。 

1.8.6.3 新旧ソフトウェア製品

の並行運用と利用者の教育

訓練 

新しいシステムへの切り替え

を円滑にするために、新旧ソ

フトウェア製品の並行運用を

行うことが望ましい。 

 

回収 再 利 用 、

再 生 資 源

化の考慮 

再 利 用 部

品 、再生 資

源 と し て 回

収する体制

が整備され

ていることを

確 認 す る 。

そ の 際 、 個

人情報の削

除を利用者

が容易にで

きることを確

認する。 

  

（出典：共通フレーム 2007 及び IEC 61508 を参考に作成） 

 

【審査基準の審査内容と確認方法】 

 上記を参考にした審査基準の審査内容と確認方法の一例を以下に示す。 

 

表 37 廃棄品質プロセスの審査内容と確認方法の例 

第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

廃棄 廃 棄 計 画

の立案 

製品の廃棄

計画を立て

ていることを

確認する。 

製品の廃棄の計画を立案し

ているか。 

製品の廃棄の計画が立願さ

れ、文書化されている。 

利 用 者 情

報 の 適 切

な処理 

利 用 者 が 、

利用者の情

報を簡便に

消 去 で き る

（ 工 場 出 荷

時の状態）よ

う な 仕 組 み

利用者が、利用者の情報を

簡便に消去できるような仕組

みを有しているか。 

利用者が、利用者の情報を

簡便に消去できることが文書

化されて、利用者に示されて

いる。 
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第２階層 第３階層 審査事項 審査内容 確認方法 

を 有 す る か

確認する。ま

た 、 廃 棄 後

に利用者の

情 報 を 取 り

出 さ れ な い

こ と を 確 認

する。 

新 旧 製 品

の 並 行 運

用 

製品の廃棄

計画を利用

者に通知す

る 体 制 が あ

ることを確認

する。また、

新旧製品に

つ い て 、 利

用者に対し

て一定期間

の情報提供

を 並 行 し て

継続すること

を 確 認 す

る。 

新旧製品について利用者に

対して並行して、一定期間情

報を提供しているか。 

新旧製品について利用者に

対して並行して、一定期間情

報を提供できる体制が構築さ

れており、それが文書化され

ている。 

 


